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注記 方針の文末の表現については、以下の考え方で分類しています。 

～検討します。 現在はまだ計画がないもので、今後、事業計画として位置づけることができ

るかを検討していくもの。 

～推進します。 現在事業化の見込みがあるものや、改定前の都市計画マスタープラン等で位

置づけられていて、事業化されているもの。 

～促進します。 他の団体等を含めて、事業化を促すもの。 

～図ります。 事業化される可能性が高いもの。 
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第1章 基本的事項 

第１章 基本的事項 

１.  都市計画マスタープラン策定の趣旨 

 

 

 

２.  計画の目標年次 

 

 

 

 

 

 

都市計画マスタープランとは 

 都市計画法（第 18条の 2）に基づいて定める「市町村の都市計画に関する基本的

な方針」となる計画です。 

 市町村が、その創意工夫のもとに市民の意見を反映して、都市の将来のあるべき姿

や都市づくりの方向性を定めるものです。 

 都市計画では、土地利用の規制・誘導や道路・公園等の都市施設(*)の整備等を進め

ますが、これらは都市計画マスタープランに即して行う必要があります。 

計画改定の趣旨 

 現行の都市計画マスタープランは、2020（令和 2）年を目標年次として、2010（平

成 22）年３月に策定されました。 

 目標年次を迎えるにあたり、将来の人口や社会・経済情勢の見通しに的確に対応し

進化と発展を続ける、持続可能な都市づくりを目指し、計画の見直しを行うもので

す。 

 計画改定から概ね 10年後の 2030（令和 12）年を目標年次とします。 

 目指すべき方向性（将来都市構造等）については、20～30年後の長期を見据えて設定

します。 

 計画期間内であっても、社会情勢の変化等により、必要に応じて見直しを図ります。 

概ね１０年 

2030年 
（令和12年） 

目指すべき 

方向性 

2019年 
（令和元年） ２０年～３０年後 
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碧南市都市計画マスタープラン 

３.  計画の対象区域 

 

 

 

図1-1 計画の対象区域  

 本市は、全域が都市計画区域(*)に指定されていることから、都市計画マスタープラン

の対象区域は市全域（面積 3,586ha）とします。 
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第1章 基本的事項 

４.  計画の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

策定委員会 ・計画の策定を目的として、都市づくり・緑づくりに対する調査・審議を行う。 

策定行政部会 
・計画の策定に関する専門的事項を調査・検討する。 

・関係各課の課長で組織する。 

策定産業部会 
・計画の策定に関し、市内の事業者から専門的見地で意見をうかがう。 

・碧南商工会議所の各部会メンバー等で組織する。 

図1-2 計画の策定体制 

 

 都市計画マスタープランは、緑の基本計画(*)の改定と合わせて、以下の体制により策

定しました。 

碧南市都市計画審議会 市  長 

碧南市都市計画マスタープラン及び 

緑の基本計画策定委員会 

 

碧南市都市計画マスタープラン及び 

緑の基本計画策定産業部会 

公 表 

都市計画マスタープラン

の決定 
議会報告 

県へ通知 

パブリックコメント(*) 

市民意見 

 アンケート 

・市政アンケート 

・市民アンケート 

・18,19歳アンケート 

・企業アンケート 

 懇談会 

・地区別懇談会 

碧南市都市計画マスタープラン及び 

緑の基本計画策定行政部会 
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碧南市都市計画マスタープラン 

５.  都市計画マスタープランの位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-3 都市計画マスタープランと上位計画、関連計画等との関係 

 

  

 都市計画マスタープランは、愛知県が策定する「西三河都市計画区域マスタープラン」

や本市が策定する「碧南市総合計画」等の上位計画に即するとともに、各種の関連計

画と整合を図ります。 

 都市計画マスタープランは、市全体の都市づくりの方針を定める「全体構想」と地域

別のまちづくりの方針を定める「地域別構想」により構成します。 

 
○都市づくりの理念と目標 

・将来フレーム 

・将来の都市構造 

○全体構想 

・土地利用の方針 

・都市施設等の整備の方針 

・住宅・居住環境の整備の方針 

・自然環境の保全及び都市環境の形成の方針 

・都市景観の形成の方針 

・防災施設の整備の方針 

○地域別構想 

・地域区分 

・地域別構想 

 

■関連計画 

・碧南市人口ビジョン 

・碧南市まち・ひと・しごと

創生総合戦略 

・碧南市緑の基本計画 

・碧南市住生活基本計画 

・碧南市公共施設等総合管理

計画 

・碧南市景色づくり基本計画 

・碧南市環境基本計画 

・碧南市地域防災計画 

・碧南市空家等対策計画 

・市有財産利活用基本方針 

・碧南農業振興地域整備計画 

等 

碧南市都市計画マスタープラン 

□国・県の計画 

・国土のグランドデザイン２０５０ 

・愛知の都市づくりビジョン ～都市計画の基本的方針～ 

・西三河都市計画区域マスタープラン 

□市の計画 

・碧南市総合計画 

■上位計画 
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第2章 都市の現状と課題 

第２章 都市の現状と課題 

１.  社会経済動向の変化･法制度の動き 

ここでは都市づくりに関し、近年における社会経済動向の変化や関連法制度の改正等

の内容について整理します。 

（１） 近年の社会経済動向 

１）人口減少、少子高齢社会の進行 

少子高齢化の進行により、我が国の総人口は2008（平成20）年をピークに減少に転

じており、生産年齢人口（15～64 歳）も1995（平成7）年をピークに減少に転じてい

ます。国立社会保障・人口問題研究所の将来推計（2017年推計：出生中位（死亡中位）

推計）によると、総人口は、2015（平成27）年の12,709万人から2065（令和47）年に

は8,808 万人にまで減少すると見込まれています。生産年齢人口は、2015（平成27）

年の7,629万人から2065（令和47）年には4,529 万人にまで減少すると見込まれていま

す。 

特に生産年齢人口の減少は、地域経済の縮小につながる恐れがあるとともに、人口

総数の減少に伴い、これまでの拡大型の都市づくりから、将来の人口規模を見据えた

持続可能な都市づくりが重要となります。 

 

 

出典：H28年度国土交通白書 

図2-1 日本の総人口の推移・推計 
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碧南市都市計画マスタープラン 

一方、愛知県の人口はこれまで増加を続けてきましたが、2020（令和2）年頃をピー

クに減少に転じる見込みとなっています。ただし、県内でも名古屋市東部や西三河中

央部等の市町村では、今後当面の間人口の増加が見込まれ、こうした地域特性を踏ま

えた市街地の形成・再構築が求められます。 

 

※ケース①：出生率が現状程度で推移する場合の将来人口推計 

※ケース②：出生率が上昇する場合の将来人口推計 

出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略(H27) 

図2-2 愛知県の人口の長期的な見通し 

 

２）厳しさを増す財政状況とインフラ施設(*)の老朽化への対応 

全国的な傾向として、今後人口の減少に伴う税収減や、高齢化に伴う扶助費(*)の増

加等により、自治体の財政運営は一層厳しさを増すことが避けられない状況にありま

す。一方で、高度経済成長期に多く整備された公共施設や道路等のインフラが老朽化

し、一斉に更新時期を迎えることが想定されています。こうした状況下において、限

られた財源で計画的に都市づくりを進めていく必要があります。 

 

３）巨大地震等の災害への対応 

2011（平成23）年3月に発生した東日本大震災を契機に、我が国全体として津波等の

自然災害に対する意識が高まっています。さらに、2018（平成30）年7月豪雨をはじめ、

近年ではゲリラ豪雨等による土砂災害や河川の氾濫等が頻発し、家屋の倒壊や浸水に

よる被害や人的被害も多く発生しています。こうした災害に対し、ハード整備のみで

の対応は困難であり、住民による避難体制の強化や災害の危険度が高い区域での居住

の制限等、ソフト施策を組み合わせながら、総合的に防災対策を推進する必要があり

ます。 
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第2章 都市の現状と課題 

（２） 近年の法制度改正等の動き 

都市づくりに関する近年の法制度改正等の主だった事項は以下のとおりです。これ

らはいずれも前述した近年の社会経済動向を反映したものであり、都市計画マスター

プランの改定にあたり配慮する必要があります。 

年月 法改正等 

2011（H23）年12月 「津波防災地域づくりに関する法律」施行 

2014（H26）年4月 公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について（総務省

要請） 

2014（H26）年8月 「都市再生特別措置法の一部を改正する法律」施行 ⇒『立地

適正化計画制度』創設 

2014（H26）年11月 「まち・ひと・しごと創生法」施行 

2014（H26）年11月 「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正

する法律」施行 

2015（H27）年2月 「空家等対策の推進に関する特別措置法」施行 

2015（H27）年4月 「都市農業振興基本法」施行 

2017（H29）年6月 「都市緑地法等の一部を改正する法律」施行 〔一部は2018

（H30）年4月施行〕 

 

 

 

 

 

 

 

上空から見た碧南市 
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碧南市都市計画マスタープラン 

２.  碧南市の現状と課題 

（１） 人口動向からの課題 

 近年の人口増加傾向を維持し、活力ある都市づくりに向けた施策の展開 

 高齢化の進行に対応し、だれもが便利で快適に暮らし続けられる環境づくり 

・本市の人口は、2008（平成20）年をピークに減少傾向が続きましたが、2015（平成27）

年以降、増加

に転じていま

す。この傾向

を維持し、活

力ある都市づ

くりを目指し

た施策展開が

求められます。 

 

 

 

・近年の人口増加の要因を人口動態からみると、自然動態は2012（平成24）年以降、死亡

数が出生数を上回り

自然減が続く一方、

社会動態はリーマン

ショック(*)の影響か

ら、2009（平成21）

年に転出数が転入数

を上回り社会減に転

じましたが、2015（平

成27）年以降は再び

社会増を示していま

す。 

 

 

 
出典：碧南市の統計 

図2-4 人口動態の推移 

※世帯数は日本人・外国人の合計           出典：住民基本台帳（各年3月末現在） 

図2-3 人口・世帯数の推移 
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第2章 都市の現状と課題 

・本市の高齢化率（65歳以上の割合）は、2017（平成29）年に23.0％で、年々増加する

傾向にあります。今後も高齢化の進行が想定されることから、高齢者を含めだれもが

便利で快適に暮らし続けられる環境づくりが課題です。 

 

出典：住民基本台帳（H29年は3月末現在、その他の年は9月末現在） 

図2-5 年齢３区分別人口割合の推移 

・地区別の人口動向をみると、2013（平成25）年から2018（平成30）年の人口増減率では、

碧南駅周辺等で減少がみられる一方、市内各所で増加しています。また、高齢化率では、

大浜地区や新川地区等の旧市街地で、高齢化率30％を超える地域が多く分布しています。 

 

 

  

出典：住民基本台帳（Ｈ30年3月末現在） 

図2-7 地区別高齢化率 

出典：住民基本台帳（各年3月末現在） 

図2-6 地区別人口増減率 
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碧南市都市計画マスタープラン 

（２） 産業構造からの課題 

 都市の活力維持等のため、需要に応じた産業用地の供給促進 

 食料品スーパー等日常の生活利便を支える身近な商業施設の維持 

 県下有数の農産地として、農業振興による農地の適正な保全 

・製造品出荷額等はリーマンショック(*)後の2009（平成21）年以降増加傾向にあり、これ

に伴い近年では人口も増加しています。都市の活力の維持や、市民に対する就業の場の

確保といった観点から、需要に応じた産業用地の供給が課題です。 

 

出典：工業統計調査 

図2-8 製造品出荷額等の推移（従業者30人以上の事業所） 

・市街地内には比較的規模の大きな食料品ス

ーパーがバランスよく立地していますが、

商業販売額は概ね減少傾向にあります。販

売額の減少が続いた場合には店舗の撤退等

により、現在の生活利便性が維持できなく

なる恐れがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：商業統計調査 

注）・H26 年商業統計調査は、総務省所管の「経済センサス-基礎調査」

と同時実施。 

・H26 年調査は日本標準産業分類の改定及び調査設計の大幅変更を

行ったことに伴い、前回実施の H19年調査の数値とは接続してい

ない。 出典：愛知県産業労働部商業流通課 HP 

図2-10 主な食料品スーパー分布図 

 

 

図2-9 年間商品販売額の推移 
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第2章 都市の現状と課題 

・農業については、農家数、経営耕地面積とも減少傾向にありますが、本市はにんじん、

たまねぎ等の野菜指定産地(*)の指定を受け、県下でも有数の産地となっています。農地

は、農産品の生産基盤としての機能だけでなく、ゆとりある田園風景を形成し、水害等

に対する防災機能を有する等多様な役割があり、農業振興による農地の適正な保全が望

まれます。 

 
出典：農林業センサス 

図2-11 農家戸数及び経営耕地面積の推移 

 

   

   

  

 18,19歳アンケートによると、「将来、

どこに住んでいたいか？」について半数

以上が碧南市内を望んでいるのに対

し、「将来、どこで働きたいか？」につい

ては近隣市（刈谷・安城・西尾・知

立・高浜）が４割を超え最も多くなって

います。 

 これらのことから、“碧南市内に住み続

けたいけど、働き口は市内に十分ないか

ら、近隣市で探そう。”という若者が少な

くないことが分かります。 

 このため、碧南市内で若者が働きたい

と思えるような産業の立地を促進するこ

とにより、若者の市内消費の拡大や、

市外への通勤の減少に伴う交通渋滞

緩和等が期待されます。 

23.5% 43.9% 14.3% 3.1% 15.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

碧南市内
近隣市（刈谷・安城・西尾・知立・高浜）
名古屋周辺
その他の県内
県外（海外を含む）

49.0% 5.1% 28.6% 13.3% 4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今住んでいる場所または近所
碧南市内の駅周辺
碧南市内の駅周辺以外
市外の駅周辺（都会的な場所）
市外の郊外部（自然の豊かな場所など）
その他

将来、どこに住んでいたいと思うか？ 

将来、どこで働きたいと思うか？ 

出典：H29年 18,19歳アンケート 

 

（碧南市内合計：54.1%） 
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碧南市都市計画マスタープラン 

（３） 土地・建物利用からの課題 

 都市や地域の玄関口となる駅周辺の魅力向上 

 住宅と工場の混在する地区の適切な土地利用誘導 

 市街地内農地のあり方の検討 

・地価公示(*)による2012（平成

24）年と2017（平成29）年と

の比較では、駅周辺等で地価

が低下しています。 

・一方、市民アンケートによる

「土地利用に関して特に力

を入れて欲しいこと」として、

「駅周辺への商業施設の集

積」が突出して多い結果とな

っています。 

・駅周辺は都市や地域の玄関口

となる場所でもあり、市街地

環境の改善・整備や土地利用

の高度化等により、魅力の向

上が望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：H29年市民アンケート 

図2-13 土地利用に関して特に力を入れて欲しいこと 

42.9%

28.2%

27.7%

26.6%

24.1%

7.2%

4.2%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

駅周辺への商業施設の集積

住宅地開発や区画整理事業などの住宅地の供給

市街地の無秩序な拡大防止

住宅と工場の混在の解消

水田、畑などの農地の保全

工場、物流施設用地の供給

その他

無回答 n=816

出典：地価公示 

図2-12 地価公示 
 

回収票数816 
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第2章 都市の現状と課題 

・旧市街地等では、図2-14に示すように、住宅と工場の共生を図るための用途地 域 (*)

として「準工業地域(*)」が広く指定されています。 

・一方、図2-15をみると、準工業地域(*)内において混在地区の分布もありますが、住居系

の土地利用特性を示す地区も多く存在しており、こうした住居主体となっている地区を

中心に十分な検討をする中で、用途地域(*)の見直し等による適切な土地利用誘導が望ま

れます。 

 

 

 

[参考] 土地利用特性判定表 

区       分 土地利用特性 

農地・緑地及びその他60％以上 
「農地・緑地及びその他系」の面積が60％以上の地区 農地・緑地及び 

そ の 他 系 

1位の比率が70％以上 

「住居系」の面積が90％以上の地区 住 居 系 特 化 

「住居系」の面積が70％以上、90％未満の地区 住 居 系 

「商業系」の面積が70％以上の地区 商 業 系 

「工業系」の面積が70％以上の地区 工 業 系 

「公共系」の面積が70％以上の地区 公 共 系 

1位の比率が50％以上70％未満 

「住居系」の面積が50％以上、70％未満の地区 住 居 系 混 在 

「商業系」の面積が50％以上、70％未満の地区 商 業 系 混 在 

「工業系」の面積が50％以上、70％未満の地区 工 業 系 混 在 

「公共系」の面積が50％以上、70％未満の地区 公 共 系 混 在 

1位の比率が50％未満 上記以外の地区 混 在 地 区 

 

  

 

図2-14 用途地域図（H30.3.20） 
出典：H25年度都市計画基礎調査 

図2-15 土地利用特性 
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碧南市都市計画マスタープラン 

・土地区画整理事業(*)実施区域内をはじめ、市街化区域(*)の外縁部に多くの農地が分布し

ています。 

・都市農業振興基本法(*)の制定等、近年の社会動向も踏まえつつ、市街化区域(*)内農地の

あり方についての方針を検討する必要があります。 

 

出典：H25年度都市計画基礎調査 

図2-16 市街化区域内農地の分布状況 
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第2章 都市の現状と課題 

（４） 市街化動向からの課題 

 環境改善に向けた総合的な施策の展開 

・人口集中地区（ＤＩＤ）(*)は、土地区画整理事業(*)の施行に伴い、主に市街地東部及び

南部に拡大しています。 

・今後、人口の大幅な自然増が見込まれにくい状況下において、人口集中地区（ＤＩＤ）
(*)の外縁部への拡大は人口の低密度化を招き、都市経営の不効率化につながる恐れもあ

ります。 

・このため、人口流出や高齢化が進む旧市街地では移

住・定住化の促進に向けて、狭あい道路(*)の拡幅や空

き家・空き地の活用等の総合的な環境改善施策を実施

していくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

図2-17 人口集中地区（DID）の状況図 
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碧南市都市計画マスタープラン 

（５） 交通体系からの課題 

 幹線道路網の整備推進 

 地域高規格道路(*)及び矢作川堤防リフレッシュ道路の早期整備 

 生活道路の拡幅整備 

 公共交通サービスの維持・向上に向けた鉄道・バス利用の促進 

・市内の幹線道路網を構成する国道・県道

の整備率は高く、都市計画道路(*)も8割

以上が整備済となっていますが、混雑度
(*)が1.0以上の地点が国道247号等にみ

られ、引き続き幹線道路網の整備が必要

です。 

 

表 2-1 都市計画道路整備の進捗状況 

 2009年 
（H21） 

2016年 
（H28） 

都市計画道路整備率 82.3％ 83.7％ 

※ 整備率＝（改良済延長 / 計画延長）×100 
※ 各年４月 1日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本市は、３方向を河川・海岸で囲まれている

ことから、近接市町へのアクセス道路が不十

分となっており、衣浦豊田道路及び名浜道路

の地域高規格道路(*)の早期整備が望まれま

す。 

・矢作川においては、堤防の防災機能と南北交

通の円滑化を兼ねた矢作川堤防リフレッシ

ュ道路の整備が進められており、本市の幹線

道路網の一翼として早期完成が望まれます。 

 
  

出典：H27年度全国道路・街路交通情勢調査 

図2-18 混雑度状況図 

 

路線表示区分 表示方法 備 考 

地 域 

高規格 
道 路 

 計画路線 

 候補路線 

 出典：愛知県ＨＰ 

図2-19 地域高規格幹線道路網 
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第2章 都市の現状と課題 

・旧市街地を中心に、幅員4ｍ未満の道が多く分布しており、交通安全や防災安全の確保

に向けた生活道路の拡幅整備が必要です。 

・駅前広場や駅前通りについて、観光面の強化の観点からも整備が必要です。 

 
出典：H26年度都市計画基礎調査 

図2-20 道路幅員別状況図 
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碧南市都市計画マスタープラン 

・市民アンケートによる「道路整備に関して優先的に行って欲しいこと」として、「街路

灯、防犯灯の設置」（51.0％）に次いで、「歩道、自転車道の設置」（37.1％）、「狭

い道路(幅４ｍ未満)の拡幅」（24.1％）等が多くなっています。 

 

 
出典：H29年市民アンケート 

図2-21 道路整備に関して優先的に行って欲しいこと 

 

 

・鉄道は、名鉄三河線の４駅が設置されていますが、各駅の乗降客数はいずれも緩やか

な増加傾向にあります。 

 

 

出典：名古屋鉄道株式会社 

図2-22 鉄道の乗降客数の推移 

  

回収票数816 
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第2章 都市の現状と課題 

・しかしながら、駅の徒歩圏（半径800ｍ以内）人口は現状で約４割にとどまっています。 

・高齢者や障害者等の利便を図るための「くるくるバス」が市内４コース、１日４～８便

運行されています。 

・今後、高齢化の進行が想定される中で、公共交通サービスの維持・向上のため、駅前広

場や駅前通りを整備する等、鉄道・バスの利便性の向上が望まれます。 

 

人口データ：住民基本台帳（H29年 3月末現在） 

図2-23 公共交通網 
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碧南市都市計画マスタープラン 

（６） 都市基盤整備状況からの課題 

 旧市街地等、身近な公園が不足する地区における適切な公園・緑地整備 

 水害防止や環境保全に向けた河川・下水道の整備推進 

 衣浦港における港湾施設の再編等による港湾機能の高度化 

・公園・緑地は、明石公園や臨海公園、油ヶ淵水辺公園等の比較的規模の大きな都市公園
(*)が住宅地の外周部に配置されているほか、区画整理地では身近な公園としての街区公

園(*)等が整備されています。 

・しかしながら、旧市街地等の区画整理地以外の地区では身近な公園が不足しており、今

後の人口動向等を勘案しつつ、適切な整備が求められます。 

・なお、都市公園(*)の一人あたりの面積は6.0㎡となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

表2-2 都市公園整備の進捗状況 

 2008年 
（H20） 

2018年 
（H30） 

一人あたりの都市公園面積 5.0㎡/人 6.0㎡/人 

 

図2-24 公園誘致エリア充足率 
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第2章 都市の現状と課題 

・河川は、防災対策としての各種整備事業が進められて

おり、引き続きそれらの整備を図り、水害に対する安

全性を向上させていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図2-25 河川の位置図 

・公共下水道は、2017（平成29）年度末現在の汚水の整備率、普及率ともおよそ７割とな

っており、また雨水の事業認可区域は829.9ha、全体計画面積の約５割で、引き続き公

共下水道整備計画に基づき、順次整備を進めていく必要があります。 

表2-3 市内における下水道の普及率 

区  分  計画区域に対する割合 

行政区域面積 3,586ha   

下水道計画区域 

全体計画区域 1,611.1ha   

計画決定区域 1,611.1ha    

事業認可区域 
 

汚水：1,298.1ha 80.6％ 

雨水：  829.9ha 51.5％ 

汚水整備状況（平成29年度末整備済区域） 1,194.4ha 整備率：74.2％ 

供用開始（平成30年4月1日現在） 
区域内人口 54,305人  

普及率 74.6％  

 ※ 普及率：（区域内人口/行政区域内人口 72,762人）×100      出典：H29年度碧南の公共下水道 下水道課 

 

表 2-4 公共下水道整備の進捗状況 

 2009年 
（H21） 

2018年 
（H30） 

公共下水道の普及率 54.4％ 74.6％ 
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碧南市都市計画マスタープラン 

・市域の西側に面する衣浦港は、重要港湾(*)に指定され、知多及び西三河地域のみならず、

岐阜県等広域に渡って物流・生産活動を支えている工業港であるとともに、国内最大級

の石炭火力発電所等が立地する地域のエネルギー供給拠点としての役割も担っていま

す。 

・衣浦港では、入港するバルク船(*)の大型化等、近年の情勢変化への対応が必要となって

いるとともに、岸壁等の老朽化も進展していることから、港湾施設の再編等による港湾

機能の高度化を図り、港湾の競争力を強化していくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：衣浦港港湾計画書（H26年 2月改訂） 

図2-26 衣浦港港湾計画図（碧南市周辺のみ） 
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第2章 都市の現状と課題 

（７） 防災からの課題 

 津波浸水や洪水・高潮の被害が想定される低地部における総合的な防災対策の推進 

 地震による甚大な被害が想定される地域における防災対策の推進 

・矢作川沿岸部等の低地部では、南海トラフ巨大地

震の発生による津波浸水被害が想定されている

ほか、洪水・高潮による被害の恐れもあります。

これらに対し、ハード面での防災対策に加えて、

住民の防災意識の向上や適正な土地利用誘導等

の総合的な施策が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H29年 3月碧南市地震ハザードマップ 

図2-27 津波最大浸水深分布図  
（理論上最大想定モデル）  

 

  

出典：H29 年 3 月碧南市洪水・高潮ハザードマップ 

図2-28 洪水浸水深分布図 
     （想定最大規模降雨） 

 

出典：H29 年 3 月碧南市洪水・高潮ハザードマップ 

図2-29 高潮浸水深分布図 
     （想定最大ケース） 
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碧南市都市計画マスタープラン 

・南海トラフ巨大地震の発生に伴い、旧市街地を中心として火災による甚大な被害が想定

されており、こうした地域での建物に対する耐震化の促進や、延焼防止のためのオープ

ンスペース(*)の確保等の対策が必要です。また、衣浦港の沿岸部、矢作川沿い及び油ヶ

淵周辺は、液状化(*)の発生も懸念されます。 

 
出典：H29年 3月碧南市地震ハザードマップ 

図2-30 理論上最大想定モデルによる焼失率分布 

 
出典：H29年 3月碧南市地震ハザードマップ 

図2-31 理論上最大想定モデルによる液状化危険度分布 
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第2章 都市の現状と課題 

（８） 地域資源からの課題 

 地域資源としての文化財や景観資源の活用 

 伝統的産業と住宅等との共存 

・市内には文化財や多くの景観資源が分布し、これらが本市の観光資源にもなっているこ

とから、こうした地域資源を活用した街並み景観の整備や多様な交流の促進が望まれ

ます。 

 

 

 

図2-32 景観資源の分布 

No. 資源名 No. 資源名 

1 大浜漁港 19 油ケ淵 

2 大浜熊野大神社 20 乳母道 

3 大浜の路地 21 衣浦温泉街 

4 旧大浜警察署 22 蜆川のボート 

5 西方寺の太鼓堂 23 小学校の裏門 

6 堤の松並木 24 新川沿いの遊歩道 

7 寺とみりん蔵の路地 25 新川に架かる名鉄三河線のレンガの鉄橋 

8 碧南市大浜地区の小径 26 土塀のある路地 

9 堀川周辺の風景 27 南蛮提灯で浮かぶ広藤園 

10 味醂醸造の景色 28 西端旧集落の「坂道」「切り通し」「帯状の緑地」 

11 海の記憶 29 にんじん畑 

12 旧新須磨海岸 30 碧南市芸術文化ホール前の欅並木 

13 旧堤防跡の松並木 31 碧南市中山町地蔵通り 

14 玉津浦海水浴場の共同シャワー 32 ボードウォーク 

15 碧緑地の遊歩道 33 前浜地区の農地 

16 臨海公園のメタセコイアの道 34 緑のトンネル 

17 矢作川（河口付近） 35 無我苑 

18 矢作川桜堤み   

出典：美しい愛知づくり景観資源 600選（愛知県） 
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碧南市都市計画マスタープラン 

・市内には伝統的産業として、醤油、味淋等の醸造所のほか、窯業、鋳物等の製造所が点

在しています。これらの多くは住宅地の中にあることから、地域資源としての産業と住

宅等との共存を図る都市づくりが望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：竜の子街道※UMAMI ROAD    

（竜の子街道広域観光推進協議会） 

図2-33 伝統的産業資源（醸造所）の分布 

※碧南市では、半田市・常滑市・西尾市と連携し、４市が持つ

「醸造・器・和の心」を活かした観光ルート「竜の子街道」

プロジェクト計画を実施している。 

 

 

大浜てらまち地区の路地 
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第3章 都市づくりの理念と目標 

第３章 都市づくりの理念と目標 

１.  都市づくりの理念 

本市は、衣浦港、矢作川や油ヶ淵等に囲まれた、水と緑があふれる都市です。 

古くは、海上交通の要衝となる港町として開け、その後、矢作川沿岸の農地開発や醸

造、窯業、鋳物等の伝統的産業によって発展を続けてきました。 

市制施行後は、自動車産業等の発展に伴い、工業化が進むとともに、1957（昭和32）

年には衣浦港が重要港湾(*)の指定を受け、広域の活力を牽引する近代的な港を目指し、

大規模な臨海用地の造成、港湾施設の整備が進められてきました。 

その一方で、南北朝・室町時代から港町として開けた大浜地区は、社寺等の歴史・文

化施設が多く集積するなかに、味淋等の特産品を製造する工場等の蔵があり、本市の歴

史を感じさせる街並みが現在も残っています。 

また、近年、南海トラフ巨大地震の発生が懸念されており、2011（平成23）年に発生

した東日本大震災の教訓を活かした防災性の強化が求められています。加えて、超高齢

社会への対応や環境問題等への対応が必要になっています。 

 

このように市民の安全と都市の活力や魅力の維持・向上が必要となるなかで、今後の

本市の都市づくりにおいては、移住・定住の促進と産業活動の活性化を図るとともに、

衣浦港の魅力を活かした、生産、物流、賑わい拠点の形成を目指します。また、都市の

魅力である恵まれた自然環境や景観を保全しつつ、自然・文化と調和し、だれもが便利

で快適に暮らせる都市づくりを推進します。 

さらに、超高齢社会や障害者に配慮した安全で快適な都市環境の形成を目指し、若者

世代の定住促進による多世代交流の推進と活気ある都市づくりを推進するとともに、大

規模災害に備え、だれもが安全に安心して暮らせる都市づくりを推進します。 

これらを行政だけではなく、市民・事業者等が協働し、いきいきと暮らせるまちを形

成していくことを都市づくりの理念とします。 

 

将来都市像 

 

 

 

 

 

  

水と緑に恵まれ 暮らしと産業が調和した 

活力ある港湾都市・碧南 
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２.  都市づくりの目標 

目標① だれもが暮らしやすい居住環境を備えた都市づくり 

 旧市街地等における狭あい道路(*)の解消やオープンスペース(*)の確保等の市街地再編  

 都市拠点の連携を図るための都市計画道路(*)の整備 

 名鉄三河線、ふれんどバス等の公共交通機関の充実 

 駅前広場、駅前通りの整備による公共交通機関の利便性の向上 

 土地利用状況にあった用途地域(*)への転換 

 公共交通の利用促進等総合的な交通体系の確立 

 地域拠点エリア、中心核及びサブ核における集約型の都市づくり(*)  

 

目標② 広域交流を促進する都市づくり 

 衣浦豊田道路、名浜道路、矢作川堤防リフレッシュ道路等の整備による、広域の

アクセス利便性の強化 

 県営油ヶ淵水辺公園、臨海部の緑地等の広域交流拠点の整備 

 伝統的な産業が創出する特色ある産業の維持・向上による産業観光の促進 

 

目標③ 自然と文化を活かした都市づくり 

 矢作川や衣浦港等の水環境の保全・活用 

 歴史と文化、自然を活かした景観形成 

 良好な都市環境の形成に必要な都市緑化の充実 

 

目標④ 産業活性を促進する都市づくり 

 駅周辺や幹線道路沿道での商業の活性化 

 住工混在の解消のための新たな工業用地の整備 

 広域道路を活かした新たな産業拠点の整備 

 都市近郊の農業の保全と発展 

 三河地域の漁業の拠点として関連施設の充実 

 衣浦港の物流強化として、外港地区への新たなふ頭整備 

 

目標⑤ 安全・安心に暮らせる人にやさしい都市づくり 

 公共施設や駅周辺におけるユニバーサルデザイン(*)の推進 

 高齢者や障害者等に配慮した歩いて暮らせる都市づくり 

 公共施設等の老朽化、耐震対策の推進 

 建築物の耐震化や安全な道路整備による災害に強い都市づくり 

 台風や都市型集中豪雨に対する雨水排水対策 

 地震津波被害想定を踏まえた避難施設の拡充 
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３.  将来フレーム(*)の設定 

（１） 人口フレーム(*) 

2030（令和12）年における本市の人口は、2015（平成27)年以降の人口増加の実績を踏

まえて見込まれる将来人口に、企業誘致に伴う新規従業者の受け皿として住宅・宅地を

供給することにより期待される世帯の転入分を加味して75,000人を目標とします。 

 

 
出典：住民基本台帳（各年 3月末現在） 

図3-1 人口の推移と将来目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2030（令和12）年の人口フレーム(*) ７５，０００人 
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（２） 産業フレーム(*) 

１）製造品出荷額等 

2030（令和12）年における製造品出荷額等（従業者30人以上の事業所）は、1990（平

成２)年以降の実績値を用いたトレンド推計(*)の結果をもとに、9,100億円を目標とし

ます。 

 

出典：工業統計調査、経済センサス 

図3-2 製造品出荷額等の推移と将来目標（従業者30人以上の事業所） 

 

２）年間商品販売額 

2030（令和12）年における年間商品販売額（卸売業＋小売業）は、碧南市都市計画

マスタープラン（平成22年3月策定）の将来目標を維持し、1,200億円を目標とします。 

 

出典：値は商業統計調査 

図3-3 年間商品販売額の推移と将来目標 

 

  2030（令和12）年の産業フレーム(*) 製造品出荷額等 9,100億円 

年間商品販売額 1,200億円 
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４.  将来の都市構造 

（１） 広域的な交流軸の形成 

広域交流軸                                

将来整備される地域高規格道路(*)の名浜道路、

衣浦豊田道路及び西三河都市計画区域(*)の区域

拠点である岡崎市と連絡する（都）※衣浦岡崎線、

矢作川堤防リフレッシュ道路を広域交流軸とし

て位置づけます。 

都市間交流軸                               

（都）西尾新川港線、（都）安城碧南線、（都）

吉浜棚尾線、（都）名古屋碧南線、（都）碧南 

西尾線、（都）大浜今川線、（都）西端線について都市間交流軸として位置づけ、広域

交流軸と合わせてこれらの都市軸を骨格とする都市構造の形成を図ります。 

また、名鉄三河線についても都市間交流軸として、機能の維持・増進を図ります。 

 

 

（２） 集約型の市街地の形成 

中心核                                   

碧南中央駅周辺は、西三河都市計画区域 (*)の都市拠点であり、市役所等の主要な公共

施設や商業・業務施設が集積し、これまでも本市の中心的な役割を担ってきたことから、

本市の「中心核」として位置づけます。中心核では、多様な都市機能の高度化を図ると

ともに、生活利便性が高い魅力ある市街地の形成を図ります。 

サブ核                                  

碧南駅、新川町駅、北新川駅の周辺は、中心

核との連携を図りつつ、多様な交流を促進する

「サブ核」として位置づけ、それぞれが持って

いる歴史・文化、福祉、居住等の地域特性を活

かし、商業機能及び居住機能を持った生活利便

性の高い集約型の市街地の形成を図ります。 

 

 

                            
※ （都）は都市計画道路の略。 

（都）安城碧南線 

碧南駅 
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都市内交流軸                              

名鉄三河線に並行する（都）碧南高浜線、（都）米津碧南線の幹線道路を都市内交流

軸と位置づけ、その整備推進により、安全な歩行空間の確保とともに、沿道における日

常生活サービス施設(*)等の立地を促進します。 

 

 

（３） 良好な居住環境の形成 

住宅ゾーン                                

（一般） 

住宅を主体とする市街地を「住宅ゾーン」と

位置づけ、農地や河川等の自然環境と調和しつ

つ、住工混在の解消や狭あい道路(*)の拡幅等、

地区の特性に応じた環境改善を図り、ゆとりあ

る居住環境を形成します。 

また、幹線道路沿道での日常生活サービス施

設(*)の立地の促進や、くるくるバス等による鉄

道駅へのアクセスを確保する等により、生活利

便性を確保するとともに、必要に応じて、伝統的産業や地場産業の保全・育成を図り、

住宅地と工業地との共生を目指した環境整備を進めます。 

（駅周辺居住エリア） 

住宅ゾーンのうち、名鉄三河線の各駅周辺を「駅周辺居住エリア」と位置づけ、高齢

化に対応し、徒歩でも安心して暮らせる市街地環境の形成を目指し、日常生活サービス

施設(*)の集積及び歩行空間の整備・改善等を図ります。その際、鉄道駅を主体とした環

境にやさしい都市づくりを推進するため、公共施設や商業施設にユニバーサルデザイン
(*)を考慮した市街地の形成を図ります。 

さらに、多世代交流の活発化を目指し、空き家や空き地等を活用しつつ、住宅・宅地

の供給を図り、若者世代の定住化を促進します。 

（地域拠点エリア） 

住宅ゾーンのうち、地域コミュニティの中心となる主要な道路の周辺を「地域拠点エ

リア」と位置づけ、「駅周辺居住エリア」以外の「住宅ゾーン」における日常生活の利

便性の向上のため、地域密着型の身近な日常生活サービス施設(*)の集積を図ります。 

集落ゾーン                                

既存の集落地は「集落ゾーン」と位置づけ、集落内道路の拡幅等の環境改善を図りま

す。 

 

住宅地（日進町） 
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（４） 産業拠点の形成 

生産・流通ゾーン                              

生産・流通ゾーンは、名豊道路や衣浦豊田道路等の広域交通網を活かした物流拠点や

新たな産業基盤の整備を図るとともに、既存の生産機能の高度化による産業拠点の形成

を図ります。また、産業環境の充実や住宅ゾーンからの工場の移転に対応するため、市

北部に新たな工業拠点の整備を図ります。 

農地ゾーン                                

市の北東部や南部に広がる農地等を「農地ゾ

ーン」と位置づけ、市街地の外縁部の農地とし

て保全します。 

物流拠点                                 

衣浦港はバルク貨物(*)の物流拠点として、大

型船への対応や分散している貨物の集約化、ふ

頭再編による物流の効率化を図るため、港湾計

画(*)に基づき、衣浦ポートアイランドに新たな

物流拠点の整備を促進します。 

 

 

（５） 市の特性を活かした都市環境の形成 

水と緑の拠点                                 

県営油ヶ淵水辺公園、臨海部の緑地、碧南市

臨海公園、明石公園及び水源公園等を水と緑の

拠点と位置づけ、広域交流の拠点としての機能

にも配慮しつつ、それぞれの持つ魅力の維持・

増進を図ります。 

水の環境軸                                

矢作川、蜆川、新川、高浜川、堀川、稗田川、

長田川及び衣浦港を「水の環境軸」と位置づけ、

良好な自然環境の保全・整備を図ります。 

緑の環境軸                                

旧海岸線等を「緑の環境軸」と位置づけ、水と緑の拠点を結ぶネットワーク軸等とし

ての機能充実を図ります。  

明石公園 

衣浦港 
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図3-4 将来都市構造図（20～30年後） 
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第４章 全体構想 

１.  土地利用の方針 

１）鉄道駅や地域コミュニティを中心としたまちなか居住を誘導し、便利で快適に暮

らせる土地利用を進めます。 

（整備方針） 

① 駅周辺居住エリア及び地域拠点エリアは、商業、公共サービス、医療、福祉等

の都市機能の立地とまちなか居住の誘導を図ります。 

② 駅周辺居住エリアは、低・未利用地の活用や土地の高度利用を進める等、地域

ごとの特性を活かした土地利用を図ります。 

③ 地域拠点エリアは、地域密着型の身近な商業機能の集積を図る等、生活の利便

性の向上を図ります。 

 

２）自然環境・文化・歴史等の地域資源を活かした土地利用を進めます。 

（整備方針） 

① 市街化区域(*)の住工混在地においては、保全すべき伝統的産業や地場産業等の

産業活動を脅かすことのないように配慮し、都市の活力を高めるような土地利用

を図ります。 

② 市街化区域(*)内の農地は、景観面、環境面、防災面や市民の交流の場等の多面

的な機能を評価し、生産緑地地区(*)制度を活用する等、都市農地として保全を図

ります。 

③ 市街化調整区域(*)は、無秩序な開発を抑制し農地等の自然環境の保全を図りま

す。 

④ 市街化調整区域(*)において、必要に応じ地域特有の資源を活かす等、地域振興

のための土地利用を検討します。 

 

３）新たな産業地・住宅地の拡大に際しては、災害防止に十分配慮するとともに、周

辺環境との調和がとれた土地利用を進めます。 

（整備方針） 

① 新たな産業地・住宅地は、市街化区域(*)の低・未利用地の活用を進めながら、

良好な市街地の形成を図ります。 

② 災害危険度の高い地区は、基本的に新たな都市的土地利用を抑制し、都市的土

地利用を図る場合は、災害を防止し又は軽減するための措置を図ります。 

③ 市街化調整区域(*)のうち開発ポテンシャルが高い区域は、農地等の自然環境と

の調和に配慮しながら、必要に応じ市街化区域(*)への編入、地区計画(*)の活用、

骨格となる道路の整備等により計画的な開発を誘導します。 

④ 衣浦ポートアイランドは、衣浦港港湾計画(*)に基づき、関係機関と協議しなが
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ら土地利用について検討します。 

 

４）移住・定住を促進し都市の活力が持続できるよう、適切な住宅地の確保を進めま

す。 

（整備方針） 

① 住宅ゾーンは、建築物の規制・誘導等により、ゆとりある居住環境の確保を図

ります。 

② 土地区画整理事業(*)等により都市基盤が整った区域は、良好な居住環境の維

持・保全を図ります。 

③ 既成市街地等の密集市街地(*)は、地域の文化や歴史的な資源を活かしながら、

地区計画(*)の活用や骨格となる道路の整備、狭あい道路(*)の解消やオープンスペ

ース(*)の確保等を図ります。 

④ 市街化区域(*)の低・未利用地は、地区計画(*)の活用、民間開発の誘導や土地区画

整理事業(*)により市街地整備を推進し、良好な住宅地の確保を図ります。 

⑤ 市街化区域(*)の住工混在地において、住宅地としての利用が主となり、既存工

場等の経営に影響のないことが確認できた地区等は、用途地域(*)の指定見直し等

により住宅地への純化(*)を図ります。 

 

５）市民の日常生活を支えるとともに地域の活性化が図られるよう、適切な商業地の

確保を進めます。 

（整備方針） 

① 中心核、サブ核及び地域拠点エリアにおける商業機能を維持し、生活利便性の

高い商業地の確保を図ります。 

② 市民の日常生活を支えるまちなかの商業機能を維持し、生活利便性の維持・向

上を図ります。 

③ 幹線道路の沿道は、居住環境に配慮しながら、交通の利便性を活かし沿道サー

ビス施設(*)の立地を図ります。 

④ 伝統的産業や地場産業と連携して観光交流を促進する等、地域の活性化が図ら

れるよう商業地の土地利用を推進します。 

 

６）産業活動を活性化し都市の活力が高められるよう、適切な工業地の確保を進めま

す。 

（整備方針） 

① 臨海部の埋立地は、工業専用地域(*)として更なる産業基盤の充実と工業用地の

確保を図ります。 

② 市北部の市街化調整区域(*)の既存工場周辺において、名豊道路へのアクセス性

を活かした生産・流通ゾーンの形成を図ります。 

③ 生産・流通ゾーンは、多様な分野の産業の立地を検討します。 
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２.  都市施設等の整備の方針 

（１） 都市施設等（共通）の方針 

１）市民の暮らしや都市の活力を支える都市施設(*)等の整備を進めます。 

（整備方針） 

① 市民の安全・安心な暮らしや都市の活力の維持・向上を目指し、道路、公園、

下水道等の計画的な整備を推進します。 

 

２）すべての人が利用しやすいよう、ユニバーサルデザイン(*)及びバリアフリーに配

慮した都市施設(*)等の整備を進めます。 

（整備方針） 

① 高齢者や障害者等が積極的に社会参加で

きる都市づくりを目指し、道路、公園等の

バリアフリー化を推進します。 

② 鉄道駅、公共施設、観光資源等を結び多

くの歩行者が利用する道路については、ユ

ニバーサルデザイン(*)を取り入れた施設

整備を行う等、だれもが利用しやすい環境

の創出を推進します。 

 

 

 

 

３）都市施設(*)等の長寿命化を図る等、持続可能な都市づくりを進めます。 

（整備方針） 

① 碧南市公共施設等総合管理計画(*)に基づき、効率的な修繕や更新を行い都市施

設(*)等の長寿命化を図ります。 

② 都市施設(*)等の複合化や多機能化について検討し、必要に応じ集約を図ります。 

 

４）都市施設(*)等の耐震化により、安全・安心に暮らせる都市づくりを進めます。 

（整備方針） 

① 橋梁、河川、上・下水道等の耐震化や整備により、災害の防止と軽減を図りま

す。 

  

ユニバーサルデザインに配慮した 

ピクトグラムと多国語の案内板 
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（２） 交通施設の整備方針 

《道路等》 

１）社会経済活動や人・モノの対流を支える主要幹線道路の整備を進めます。 

（整備方針） 

① 衣浦臨海工業地帯から豊田市の内陸工

業地帯までを結び、高規格道路の伊勢湾

岸自動車道等へアクセスする等、地域の

産業基盤を強化するため、地域高規格道

路(*)「衣浦豊田道路〔（都）衣浦豊田線〕」

の４車線化を促進します。 

② 中部国際空港、衣浦港、三河港等の広域

交流・物流拠点を結び、知多地域と三河

地域の連携を強化するため、地域高規格

道路(*)「名浜道路」の早期事業化を促進

します。 

③ 西三河都市計画区域(*)の区域拠点である岡崎市との連携を強化するため、関係

機関と連携し「矢作川堤防リフレッシュ道路」の整備を推進します。 

④ 衣浦ポートアイランドを経由し衣浦港内東西のふ頭間を結ぶ新たな臨港道路と

して「知多西三河線」の早期事業化を促進します。 

 

 

２）まちの活性化を促進するため、都市幹線道路等の整備を進めます。 

（整備方針） 

① 西三河都市計画区域(*)の骨格を形成し

都市間の連携を強化するため、都市幹線

道路の（都）名古屋碧南線、（都）西端

線等の整備を促進します。 

② （都）西端線は、市北部における新たな

生産・流通ゾーンの形成と合わせ、名豊

道路とのアクセス性を強化するため、都

市計画道路(*)の延伸を検討します。 

③ 碧南市の骨格を形成し都市内の円滑な

交通を確保するため、地区幹線道路の（都）

碧南駅前線等の整備を推進します。 

④ 地区の交通を集め幹線道路へ誘導するため、補助幹線道路の（都）大道平七線

等の整備を推進します。 

 

衣浦豊田道路 

（都）名古屋碧南線 
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⑤ 広幅員の幹線道路については、自転車、

歩行者交通の安全確保と利便性の向上の

ため、必要に応じ自転車通行帯の確保を

推進します。 

⑥ 良好な都市景観の形成、道路空間の安全

と快適性の確保及び災害時のライフライ

ンの確保のため、無電柱化を推進します。 

⑦ 幹線道路の沿道において、道の駅等の地

域の振興に資する施設の整備を検討しま

す。 

 

 

 

３）安全・安心な暮らしの確保のため、区画道路の整備を進めます。 

（整備方針） 

① 災害時等緊急時の円滑な救命・救急活動、避難経路の確保等のため、主要な区

画道路の整備を推進します。 

② 緊急時の安全確保に加え、日常生活の利便性の向上のため、狭あい道路(*)の解

消を推進します。 

③ 鉄道駅や公共施設の周辺及び通学路等、多くの歩行者が利用する道路について

は、だれもが安全に利用できる歩行空間の確保を推進します。 

④ 新たな産業地の整備においては、交通渋滞等が生じないよう計画的な区画道路

の整備を推進します。 

 

４）未整備となっている都市計画道路(*)は、必要に応じて見直しを進めます。 

（整備方針） 

① 都市計画決定後、長期間整備に着手していない都市計画道路(*)は、その必要性

や実現性を検証し、必要に応じ見直しを検討します。 

 

５）公共交通と自動車交通の連携を強化するため、交通結節点となる駅前広場等の機

能強化を進めます。 

（整備方針） 

① 公共交通の利便性を確保し利用促進を図るため、駅前広場等の駅周辺施設の整

備やバス停の改善等を推進します。 

② 駅前広場は、まちの顔として地域の特性を活かした施設整備を推進します。 

③ 名鉄三河線各駅へのアクセス機能を高めるため、道路、自由通路等の整備を推

進します。 

 

（都）大道平七線（整備前） 
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《公共交通》 

６）鉄道、バス等の公共交通の利便性の向上に取組みます。 

（整備方針） 

① ふれんどバス、くるくるバスは、他の交

通との適切な役割分担を図りながら、運

用方法の検討及び停留所の充実を推進し

ます。 

② 名鉄三河線は、事業者と連携して複線化

等の整備を推進します。 

 

 

 

 

 

《駐車施設》 

７）鉄道駅や拠点施設の周辺において、駐車施設の確保に取組みます。 

（整備方針） 

① 鉄道の利用促進を図るため、鉄道駅周辺

において駐車場、駐輪場を確保し、パー

クアンドライドの利用を推進します。 

② 観光振興やスポーツ振興の取組と連携

して、大型バス等の駐車場の確保を推進

します。 

  

くるくるバス 

パークアンドライド碧南 
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図4-1 道路配置の方針図 
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（３） 公園・緑地の整備方針 

１）本市の緑の拠点となる公園の整備・充実を進めます。 

（整備方針） 

① 県営油ヶ淵水辺公園は、自然とのふれあいの場、憩いの場、市民との協働の場

となる広域公園として、愛知県と連携して整備を推進します。 

② 碧南市臨海公園、明石公園、碧南緑地等の規模の大きな都市公園(*)等は、広域

的な交流拠点として適正な維持管理を行います。 

 

２）地域の身近な公園緑地の整備・充実を進めます。 

（整備方針） 

① 街区公園(*)、近隣公園(*)といった地域の身近な都市公園(*)は、安全・安心に利用

できるよう適正な維持管理を行うとともに、それらが不足している地域において

は、生産緑地地区(*)や空地等を活用して新規整備を推進します。 

② 地域の貴重な緑として、社寺林、斜面林等の保全とともに、周辺住民等の身近

なレクリエーションの場として整備・活用を図ります。 

③ 緑地が不足する密集市街地(*)においては、防災性向上の観点から、オープンス

ペース(*)の積極的な確保を図ります。 

 

３）道路空間や河川空間を活用し、水と緑のネットワークの形成を進めます。 

（整備方針） 

① 河川周辺の自然環境を保全するとともに、水とふれあうことができる整備を推

進し、快適な歩行空間の創出を図ります。 

② 幹線道路の街路樹植栽や沿道施設の緑化を推進するとともに、無電柱化や歩道

の透水性舗装化等、環境や景観に配慮した快適な歩行空間の創出を図ります。 

③ 衣浦臨海工業地帯と市街地との間に設けられた緩衝緑地は、緑の環境軸として

保全を図ります。 

 

４）多様な主体による緑の維持・管理活動への参画を進めます。 

（整備方針） 

① 緑をよりきめ細かく守り育てるため、市民団体や民間事業者等も含めた多様な

主体による維持管理体制の構築を推進します。 

② 地域住民が、公園や街路の花壇や植栽を維持・管理する活動に気軽に参加でき

る環境整備を推進します。 
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（４） 河川の整備方針 

１）河川整備計画に基づき、計画的な河川整備を進めます。 

（整備方針） 

① 国、県が管理する河川は、関係機関と連携して河川整備計画に基づく計画的な

河川改修と適切な維持管理を促進します。 

② 市が管理する準用河川(*)は、河川整備計画の策定を検討し、適切な維持管理を

推進します。 

③ 河川堤防、水門等の河川施設は、関係機関と連携し、耐震化や老朽化対策を促

進します。 

④ 高浜川は洪水高潮対策として、排水機場の整備を促進します。 

⑤ 河川流域における浸水被害の軽減に向けて、排水機場の整備を始め総合的な治

水対策を図ります。 

⑥ 油ヶ淵を始め河川の水質改善に向けて、下水道整備を促進する等、関係機関と

連携した取組を推進します。 

⑦ 矢作川河川敷の有効利用や遊歩道等の整備に向けて、関係機関との協議を進め、

矢作川堤防リフレッシュ事業を推進します。 

⑧ 河川整備にあたっては、生態系に配慮し自然環境の保全と創出を図ります。 

 

（５） 上・下水道の整備方針 

１）公共下水道の整備を進め、公共水域の水質保全と浸水被害の低減に取組みます。 

（整備方針） 

① 生活排水等汚水の適正処理の早期実現に向けて、公共下水道等の汚水排水施設

の整備を促進し、生活環境の向上と公共水域の水質保全を図ります。 

② 浸水被害の軽減を図るため、未整備となっている雨水幹線やポンプ場等の雨水

排水施設の計画的な整備を推進します。 

③ 市民、事業者、行政が雨水貯留浸透施設等の設置に取組み、雨水の流出抑制と

地下浸透を進め、浸水被害の軽減や雨水の有効利用を図ります。 

 

２）水道水の安定供給に向けて、水道施設の適切な維持・改善を進めます。 

（整備方針） 

① 安全で安心な水道水の安定供給を継続していくため、「碧南市水道ビジョン」

に基づき、水道施設の適切な維持管理と計画的な更新を推進します。 
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（６） 港湾の整備方針 

１）衣浦港における物流、交流機能を高め、活力あるまちづくりを進めます。 

（整備方針） 

① 衣浦港は、広域物流拠点として機能強化を図るため、ふ頭用地の整備や港湾物

流機能を確保するための臨港道路等の周辺道路の整備を促進します。 

② 港湾施設は関係機関と連携し、耐震化や老朽化対策を促進します。 

③ 外港地区・衣浦ポートアイランドの第一期の埋立て完了を見据え、関係機関と

連携し、ふ頭の再編、耐震強化岸壁及びアクセス道路の整備を促進します。 

④ 廃棄物処理場を確保するため、衣浦ポートアイランドの第二期計画を促進しま

す。 

⑤ 衣浦港の水辺環境を活かし親水(*)空間を確保する等、港のにぎわい創りとして

交流機能の向上を図ります。 

⑥ 衣浦臨海工業地帯の産業基盤の強化を図るため、新たな工業用地の確保を推進

します。 

⑦ 旧海岸線の公有水面(*)の環境対策を促進します。 

⑧ 漁港機能の向上を図るため、漁港関連施設の充実を図ります。 

 

（７） その他の都市施設等の整備方針 

１）多くの市民が利用する公共施設等は、安全性や快適性を確保し、だれもが利用し

やすい整備を進めます。 

（整備方針） 

① 子どもから大人までのだれもが文化と教養にふれられるよう、文化会館、芸術

文化ホール、図書館、美術館、スポーツ施設等の文化・スポーツ施設の維持・充

実を推進します。 

② 老朽化が進んでいる学校施設の改修を

推進します。 

③ 老朽化した公営住宅の建替えを促進し

ます。 

④ 耐震性の低い公営住宅は、早期に耐震対

策を図るとともに高齢者や障害者に対応

した居住環境の整備を推進します。 

  

碧南市芸術文化ホール 
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３.  住宅・居住環境の整備の方針 

１）防災性、防犯性を高め、安心・安全な住まいづくりを進めます。 

（整備方針） 

① 市民との連携による地域全体の防災性、防犯性向上の取組を推進するとともに、

住宅の耐震性能の向上を図ります。 

② 密集市街地(*)における狭あい道路(*)の解消を図ります。 

③ 空家等対策計画(*)に基づき、空き家の適正管理や利活用、除却等の対策を総合

的に推進します。 

④ ブロック塀の倒壊による被害を防止するため、生垣設置による緑化等を促進し

ます。 

 

２）高齢者・障害者等が快適に生活できるよう、支えあう住まいづくりを進めます。 

（整備方針） 

① 高齢者や障害者だけでなく、だれもが自立して安心・快適に生活できるよう、

ユニバーサルデザイン(*)に配慮した環境整備、住宅のバリアフリー化等を図りま

す。 

② 住宅困窮者への対応について、民間事業者等とも連携しながら住宅の安定的な

確保を図ります。 

 

３）だれもが住み続けたいと感じられる住まいづくりを進めます。 

（整備方針） 

① 多様な世帯のニーズに対応した良質な住宅整備や情報提供により、定住化を促

進します。 

② 子育て世代の定住化促進に向けて、良好な民間住宅が提供されるよう、若年フ

ァミリー層向けの宅地分譲や基盤施設等の整備を推進します。 

 

４）既存の住宅ストックを活用しつつ、質の高い住まいづくりを進めます。 

（整備方針） 

① 既存住宅の長寿命化や中古住宅を安心して取引きすることができる仕組みづく

り等を推進し、環境に配慮したストック型社会の実現を図ります。 

 

５）地域特性を活かし環境に配慮した住まいづくりを進めます。 

（整備方針） 

① 周辺の自然環境との共生を実践できる住まいづくり、既存の住宅ストックの有

効活用や自然エネルギーの利活用等、地域に調和した住まいづくりを推進します。 

② 地域資源である三州瓦等伝統的産業を活かした住まいづくりを推進します。  
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４.  自然環境の保全及び都市環境の形成の方針 

１）自然環境を保全し自然と市民がふれあえる都市づくりを進めます。 

（整備方針） 

① 海岸、河川、農地等の自然環境の保全の

取組と親水(*)空間や公園緑地等の整備が

連携して水と緑のネットワークを形成し、

生物多様性の保全を図ります。 

② 水辺環境に配慮した親水(*)空間の整備

を図ります。 

 

 

 

 

 

 

２）自然環境に配慮し環境負荷の小さな都市づくりを進めます。 

（整備方針） 

① 集約型都市構造(*)への転換を進め公共交通の利用促進を図る等、環境にやさし

い都市環境の形成を推進します。 

② 限りある資源を有効活用し環境保全を図るため、ごみの減量化やリサイクルを

推進し資源循環型社会の形成を推進します。 

③ 自然エネルギーの活用や新エネルギーの導入を含め、エネルギー使用の効率

化・省力化を推進します。 

 

 

３）環境に優しく快適に暮らせる都市づくりを進めます。 

（整備方針） 

① 市民・事業者・行政の協働による環境に配慮した都市づくりの取組を推進しま

す。 

② 屋上緑化、壁面緑化等の公共施設や民有地の緑化を推進し、良好な都市環境の

形成を図ります。 

③ 生活排水等の適性処理により、海、河川の公共水域の水質保全を図ります。 

 

  

碧南海浜水族館ビオトープ 
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５.  都市景観の形成の方針 

１）市民と風土に育まれてきた景観の保全・活用による持続可能な景色づくりを進め

ます。 

（整備方針） 

① 市民から公共施設等のデザインを募集する等、景色づくりへ市民の参加を広げ

る取組を推進します。 

② 市民と水辺環境を保全することにより、生態系に配慮した親水(*)施設を整備し、

水辺景観の向上を推進します。 

 

２）市民・事業者・行政が協働して、都市景観の保全・創造に取組みます。 

（整備方針） 

① 景観計画(*)は、市民・事業者・行政が協働して策定するとともに、連携して計

画を推進します。 

② 地域の重要な景観資源は、景観法に基づく景観重要建造物(*)や景観重要樹木(*)

に指定する等、その保全と都市景観への活用を推進します。 

③ 建築物、屋外広告物等の適正な規制・誘導や、電線類の地中化等の無電柱化を

図り、魅力ある街並みの形成を推進します。 

④ 地域住民の合意のもと、地区計画(*)等により、建築物等の規制・誘導を図りま

す。 

 

３）景観資源、産業資源を活用した観光づくりを進めます。 

（整備方針） 

① 神社・仏閣の街並み等、碧南の風土や歴史を活かした景観資源や、窯業等の伝

統的産業を活かした産業資源の掘り起こしを進め、「碧南」のイメージを高めら

れるよう、観光資源としての活用を推進します。 

② 市内主要観光施設等への案内看板を設

置し、市外利用者へのＰＲを推進します。 

③ 特産品のＰＲや販売を通じて、市の活性

化に資するよう検討します。 

 

  

堀川沿いの風景 
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６.  防災施設の整備の方針 

１）地震災害等に備え、災害時の被害の低減に取組みます。 

（整備方針） 

① 災害時の安全な避難のため、避難経路や避難所の充実を図ります。 

② 橋梁、河川等の耐震化や整備を促進します。 

③ 下水道施設及び水道施設の耐震化を推進し、災害時の被害の低減を図ります。 

④ 火災の延焼を防止するオープンスペース(*)や避難スペースの確保を図ります。 

 

２）津波や高潮等の災害に備え、浸水区域の低減に取組みます。 

（整備方針） 

① 国及び県による堤防・水門等の河川施設、海岸施設の整備・耐震化を促進しま

す。 

② 準用河川(*)、水路等の改修、公共下水道及び排水ポンプ場の整備等の浸水対策

を推進します。 

 

３）大規模災害に備え、災害に強い都市づくりを進めます。 

（整備方針） 

① 第一次緊急輸送道路(*)に指定されている衣浦豊田道路の４車線化をはじめ、緊

急輸送道路の機能強化を図ります。 

② 矢作川河口部において防災活動拠点の整備を促進します。 

③ 大規模災害時に速やかに緊急輸送物資等を確保するため、衣浦港の外港地区に

おける耐震強化岸壁やこれに接続する臨港道路の整備を促進します。 

④ 急傾斜地は、地震、降雨による土砂災害の恐れがあることから、その対応につ

いて検討します。 

⑤ 災害時の救急活動等が円滑に行えるよう、地域の医療機関等との連携を図りつ

つ、幹線道路等の機能充実を検討します。 

 

４）地域コミュニティと連携した事前復興まちづくり等の大規模災害への備えを進めま

す。 

（整備方針） 

① 市民とともに事前復興まちづくり模擬訓練(*)や震災復興都市計画(*)の検討の取

組を推進します。 
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第５章 地域別構想 

 地域区分の設定 １. 

地域別構想における区分は、地形等の自然条件、土地利用の状況、幹線道路等の交通軸、

日常生活上の交流の範囲等を考慮しながら、小学校区を基本として、以下のように設定し

ます。 

 

図 5-1 地域区分図 
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 各地域のまちづくり構想 ２. 

（１） 西端地域のまちづくり構想 

１）地域の概況 

本地域は、市域北部に位置しており、全市面積の約

15.5％を占めています。地域の広範囲にわたり農地が

広がり、南部は油ヶ淵や長田川、高浜川に面していま

す。 

市街化区域(*)は住宅地が主体で、主に南東部が旧市街地、北西部は比較的新し

く宅地化が進行しています。市街化調整区域(*)では一部既存工場が集積しており、

この周辺は名豊道路のアクセス性を活かした新たな生産・流通ゾーンの形成を推

進する産業拠点の形成が求められています。また、油ヶ淵周辺ではその自然を活

かした県営油ヶ淵水辺公園の整備が進められています。 

 

２）地域の現状と課題 

人口推移 

・2013（平成25）年から2018（平成30）年の人口増減をみると、本地域は0.4％

増加していますが、全市平均（0.8％）と比べるとやや増加率が低い状況です。

市街化区域(*)では、南東部の旧市街地周辺において人口が減少傾向にある一

方、北西部の比較的新しく宅地化が進行している地区では増加がみられます。 

・2018（平成30）年における本地域の高齢化率は26.1％で、全市平均（23.2％）

を大きく上回っています。特に市街化区域(*)の南部では、一部に35％を超える

地区がみられます。 

 

表5-1 人口状況（出典：住民基本台帳・各年3月末現在） 

地域人口（人） 人口増加率（H25→H30） 高齢化率（H30） 

2013(H25)年 2018(H30)年 本地域 市平均 本地域 市平均 

8,224 8,253 0.4% 0.8% 26.1% 23.2% 

 

図5-2 地区別人口増減率（出典：住民基本台帳） 図5-3 地区別高齢化率（出典：住民基本台帳） 
※「人口なし」は工業専用地域及び人口（Ｈ30）10人未満の地区を含む。 
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土地利用・市街地整備 

・市街化区域(*)は住居系の用途地域(*)が大半を占め、（主）西尾知多線沿い等の

一部に近隣商業地域(*)が指定されています。市街化区域(*)北部の住居専用地域
(*)が指定された地区では、農地が多く残っています。 

・市街地整備として、札木地区で土地区画整理事業(*)が実施済となっていますが、

それ以外の大半の地区は面的整備が行われていません。 

都市施設 

・都市計画道路(*)は西端線、吉浜棚尾線、西尾知多線の3路線がありますが、そ

のうち西尾知多線は全区間未整備となっています。 

・都市公園(*)は県営油ヶ淵水辺公園の一部が供用されているほか、住民の身近な

公園として三度山公園、札木公園、湖西公園の３ヶ所が整備されています。し

かしながら、住民1人あたりの都市公園(*)面積は4.7㎡/人で、全市平均（6.0㎡

/人）に比べ低い水準となっています。 

防 災 

・高浜川や長田川周辺の低地部では津波・高潮や洪水による浸水の恐れがありま

す。 

  

図5-4 用途地域等指定状況図 図5-5 都市施設整備状況図 

表5-2 主要な面積規模（単位：ha） 

地域面積 

  
生産緑地 

地区 
市街化 

調整区域 
市街化 
区域 

  

住居系 商業系 工業系 

556.0 438.9 117.1 113.9 3.2 0.0 2.2 
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出典：碧南市地震ハザードマップ 

図5-6 津波最大浸水深分布図 
    （理論上最大想定モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ            出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ 

図5-7 洪水浸水深分布図         図5-8 高潮浸水深分布図 

       （想定最大規模降雨）              （想定最大ケース） 
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３）地域のまちづくり構想 

将来目標 

  

 

まちづくりの基本方針 

▶ 新たな住宅地の整備や生活利便性を高める施設の立地を促進し、だれもが暮ら

しやすい居住環境の形成を図ります。 

▶ 地域北部の既存工場周辺において、新たな生産・流通ゾーンの形成を図るとと

もに優良農地の保全に努め、地域の活性化を図ります。 

▶ 油ヶ淵や河川沿いの水辺の空間は、洪水等の対策を進めつつ、豊かな自然環境

と景観を保全し市民とふれあえる場としての整備を図ります。 

 

分野別方針 

ａ.土地利用の方針 

① （都）西端線と（都）吉浜棚尾線の交

差点周辺は、地域拠点エリア※として、

既存の住宅地及び新たな住宅地等の日

常生活の利便性の向上のため、日常生

活サービス施設(*)の集積を促進します。 

② 高浜市に隣接する地域南西部の（都）

吉浜棚尾線の沿線は、新たな住宅地と

して市街化区域への編入を検討しま

す。 

③ 名豊道路にアクセスする（都）西端線

の沿線は、沿道サービス施設(*)の立地を

促進します。 

④ （主）西尾知多線の沿線の商業系用途 

地域(*)は、土地利用のあり方について、事業者・地域住民等と検討を進めます。 

⑤ 地域北部の市街化調整区域(*)の既存工場周辺は、優良農地の保全に配慮しつ

つ、名豊道路へのアクセス性を活かした新たな産業地の整備を推進し、生産・

流通ゾーンの形成を図ります。 

⑥ 地域北部の市街化調整区域(*)の農地は、生産機能、都市環境及び景観機能を

有する農地として保全を推進するとともに、既存集落地の居住環境の改善を図

ります。 

 

                            
※地域拠点エリア…地域コミュニティの中心となる主要な道路の周辺において、地域密着型の身近な日常生活サービ

ス施設の集積を図るエリア。〔⇒第４章-４「将来の都市構造」参照〕 

豊かな自然を活かしただれもが暮らしやすい居住環境の形成とともに 

農業と工業による産業振興を促進するまちづくり 

(都)吉浜棚尾線 

（地域拠点エリア） 
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ｂ.交通施設の方針 

① （都）西尾知多線は、道路網としての

必要性や実現性を検討し、計画の見直

しを推進します。 

② （都）西端線は、名豊道路へのアクセ

ス性を高められるよう、都市計画道路(*)

の延伸に向けて関係機関との調整を進

めます。 

③ （市）長田橋柿池線を都市幹線道路に

位置づけるとともに、（主）西尾知多

線及び（市）大久手吹上洲先線を補助

幹線道路に位置づけ、地域の骨格とな

る道路網の整備を推進します。 

④ 地域の主要な区画道路は、高齢者や障害者の利用に配慮しつつ、歩行者の安

全確保や防災機能の向上を図るため、地域住民との協議を進めながら、必要と

なる路線の整備を推進します。 

 

ｃ.公園・緑地の方針 

① 水と緑の拠点である県営油ヶ淵水辺

公園は、市民のニーズを把握し、水と

緑に親しめる公園整備を促進します。 

② 地域東部において、地域住民のスポー

ツやレクリエーション活動の拠点とな

る緑地の整備を推進します。 

③ 街区公園(*)は、地域の公園緑地の整備

状況と配置を考慮し、計画的な整備を

推進します。 

④ 県営油ヶ淵水辺公園等の公園緑地と

長田川、高浜川の河川空間を活用し、

水と緑のネットワークの形成を図りま

す。 

⑤ 八剱神社等の社寺林は、生活に身近な緑として、その保全を促進します。 

⑥ 地域でまとまりのある斜面林等の緑地の保全に努めます。 

 

ｄ.河川・下水道の方針 

① 高浜川の高潮対策や長田川の河川改修を促進します。 

② 油ヶ淵の水質改善に向けて、上流域の隣接市と連携し下水道の整備及び農業

県営油ヶ淵水辺公園 

(都)西端線 



 

55 

第５章 地域別構想 〔西端地域〕 

排水の浄化を促進します。 

③ 長田川をはじめ地域の河川の適切な維持管理を促進します。 

 

ｅ.自然環境の保全及び都市環境形成の方針 

① 油ヶ淵の水辺は、親水(*)空間として整備するとともに、水質浄化に努め、潤

いのある空間を創出します。 

② 新たに整備する幹線道路は、街路樹等街並みの緑化とその適切な維持管理に

努め、良好な道路環境の形成を図ります。 

 

ｆ.都市景観形成の方針 

① 油ヶ淵の水辺は、その自然環境を保全

するとともに、県営油ヶ淵水辺公園の

整備等により水辺景観の向上を図りま

す。 

② 哲学たいけん村無我苑とその周辺の

斜面林等は、地域の特色ある景観とし

て保全を図ります。 

 

 

 

 

ｇ.防災施設整備の方針 

①（都）西端線等の緊急輸送道路(*)は、災害時の避難路の確保に向けて、沿道建

築物の耐震化を促進します。 

② 地域中央の密集市街地(*)は、地域住民とともに建替えによる不燃化や狭あい

道路(*)の拡幅等の防災機能の向上に向けた取組を推進します。 

 

ｈ.その他施設整備の方針 

① 市営宮下住宅の建替えにあたっては、高齢者や障害者等、だれもが快適に暮

らせるよう、バリアフリーやユニバーサルデザイン(*)に配慮した住宅供給と、

緑地の確保に努めます。 

 

 

 

哲学たいけん村無我苑 
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図5-9 西端地域のまちづくり方針図 
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（２） 新川地域のまちづくり構想 

１）地域の概況 

本地域は、市域の北西部に位置しており、全市面積

の約10.9%を占めています。地域の北東部から南部に

かけては高浜川や新川、油ヶ淵等の河川に囲まれ、西

部は衣浦港に面しています。 

地域の大半が市街化区域(*)で、中央部から北部にか

けて住宅地が広がっていますが、南部の新川沿いは住

宅と工場が混在する地区が分布しています。また西部

の衣浦港一帯は工業地が広がっています。 

地域中央部に名鉄三河線の北新川駅と新川町駅が設置されており、駅を中心と

した生活利便性の高い集約型の市街地の形成が求められています。 

 

２）地域の現状と課題 

人口推移 

・2013（平成25）年から2018（平成30）年の人口増減をみると、本地域は0.4％

増加していますが、全市平均（0.8％）と比べるとやや増加率が低い状況です。

地域西部や南部等に人口が減少する地区が散見される一方、北新川駅周辺等、

地区北部では増加がみられます。 

・2018（平成30）年における本地域の高齢化率は24.2％で、全市平均（23.2％）

を若干上回っています。特に、新川町駅周辺に一部30％を超える地区がみられ

ます。 

表5-3 人口状況（出典：住民基本台帳・各年3月末現在） 

地域人口（人） 人口増加率（H25→H30） 高齢化率（H30） 

2013(H25)年 2018(H30)年 本地域 市平均 本地域 市平均 

13,833 13,893 0.4% 0.8% 24.2% 23.2% 

 

図5-10 地区別人口増減率（出典：住民基本台帳） 図5-11 地区別高齢化率（出典：住民基本台帳） 

※「人口なし」は工業専用地域及び人口（Ｈ30）10人未満の地区を含む。 
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土地利用・市街地整備 

・新川町駅の西側や衣浦温泉街の一帯に商業系の用途地域(*)が指定されるほか、

地域西部や地域南部の新川沿いには工業系の用途地域(*)が指定されています。

そのほかは、住居系の用途地域(*)が指定されていますが、そのなかには農地が

多く残る地区もみられます。 

・本地域では、土地区画整理事業(*)による面的な市街地整備は行われていません。 

都市施設 

・都市計画道路(*)は衣浦豊田線、名古屋碧南線等の８路線がありますが、そのう

ち名古屋碧南線と新川町駅前西線の全区間及び西端線の一部区間（名鉄三河線

との交差部）において未整備となっています。 

・都市公園(*)は市北部の水と緑の拠点となる明石公園が整備されているほか、住

民の身近な公園として六軒町公園、相生公園等の4ヶ所が整備されています。

しかしながら、住民1人あたりの都市公園(*)面積は5.5㎡/人で、全市平均（6.0

㎡/人）に比べ低い水準となっています。 

防 災 

・新川港河口部や高浜川周辺の低地部では津波・高潮や洪水による浸水の恐れが

あります。 

図5-12 用途地域等指定状況図 図5-13 都市施設整備状況図 

表5-4 主要な面積規模（単位：ha） 

地域面積 

  
生産緑地 

地区 
市街化 

調整区域 
市街化 
区域 

  

住居系 商業系 工業系 

390.8 16.6 374.2 140.2 28.0 206.1 9.3 
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第５章 地域別構想 〔新川地域〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：碧南市地震ハザードマップ 

図5-14 津波最大浸水深分布図 
    （理論上最大想定モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ            出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ 

図5-15 洪水浸水深分布図         図5-16 高潮浸水深分布図 

       （想定最大規模降雨）              （想定最大ケース） 
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３）地域のまちづくり構想 

将来目標 

  

 

まちづくりの基本方針 

▶ 北新川駅や新川町駅周辺のまちなか居住を誘導し、公共交通の利便性と医療・

福祉施設の集積を活かした便利で快適に暮らせる土地利用を進め、暮らしの安

全・安心を確保した都市環境の形成を図ります。 

▶ 新川沿いに立地する地場産業の産業資源と景観資源の保全と活用に努め、居住

環境との共生を推進するとともに、密集市街地(*)の改善を図ります。 

 

分野別方針 

ａ.土地利用の方針 

① 北新川駅周辺は、（都）西端線やこれ

を見据えた駅周辺の基盤整備を行い、

新たな商業地として土地利用の再編を

検討します。 

② 北新川駅及び新川町駅周辺は、生活の

利便性に配慮した集約型の都市づくり
(*)を推進します。 

③ 北新川駅及び新川町駅周辺の（都）西

端線、（都）碧南高浜線及び（都）西

尾新川港線の沿線は、沿道サービス施

設(*)の立地を促進します。 

④ 衣浦港臨海部は、工業・物流用地としての効率的な土地利用を推進します。 

⑤ 市街化区域(*)に隣接する山下町は、北新川駅に近接する地理的な特性を活か

し、新たな住宅地として市街化区域への編入を検討します。その際、浸水等の

災害防止に十分配慮します。 

⑥ 高浜市に隣接する丸山町は、隣接する高浜市と一体的な土地利用となってお

り、市街化区域への編入を検討します。 

⑦ 新川沿いの地場産業が多く立地している地区は、その産業活動等を脅かすこ

とのないよう居住環境との共生を推進します。 

⑧ 新川町駅周辺及び新川沿いの近隣商業地域(*)及び準工業地域(*)において、住宅

地としての利用の割合が高い地区は、住居系用途地域(*)への変更を検討しま

す。 

⑨ 地域東部の生産緑地地区が集積している区域は、都市農地の維持・保全に配

慮しつつ、開発行為等による良好な住宅地整備を促進します。 

駅を中心とした便利で快適に暮らせる市街地の形成とともに 

地場産業と居住が共生したまちづくり 

 

 

へきなん福祉センターあいくる 
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ｂ.交通施設の方針 

① （都）衣浦豊田線は、衣浦港臨海部の生産・流通ゾーンの重要な物流道路と

して、早期の４車線化を促進します。 

② （都）名古屋碧南線は、交通安全対策として、各交差点の改良を進めながら、

未整備区間の整備を促進します。 

③ （都）西端線は、未整備となっている名鉄三河線との交差部の整備促進に向

けて整備手法を検討します。 

④ 北新川駅において、駅前広場等の整備を

検討します。 

⑤ 北新川駅及び新川町駅と主要な施設を

結ぶ幹線道路を中心にユニバーサルデ

ザイン(*)による歩行空間の整備を推進し

ます。 

⑥ 地域の主要な区画道路は、高齢者や障害

者の利用に配慮しつつ、歩行者の安全確

保や防災機能の向上を図るため、地域住

民との協議を進めながら、必要となる路

線の整備を推進します。 

⑦ （市）藪下東山線は、北新川駅へのアクセス性を高められるよう、路線の延

伸を推進します。 

 

ｃ.公園・緑地の方針 

① 水と緑の拠点である県営油ヶ淵水辺公園は、市民のニーズを把握し、水と緑

に親しめる公園整備を促進します。 

② 明石公園等の公園緑地と新川等の河川空間及び旧海岸線の公有水面(*)を活用

し、水と緑のネットワークの形成を図ります。 

③ 多くの市民が憩い、集うことができる緑豊かな近隣公園(*)の整備を推進しま

す。 

④ 街区公園(*)は、地域の公園緑地の整備状況と配置を考慮し、計画的な整備を

推進します。 

⑤ 浅間神社等の社寺林は、生活に身近な緑として、その保全を促進します。 

⑥ 衣浦臨海工業地帯と市街地との緩衝的な役割を果たしている緩衝緑地は保全

をします。 

 

ｄ.河川・下水道の方針 

① 高浜川及び新川は、高潮や津波への対策として、高浜川排水機場の整備とと

もに、水門、樋門、護岸について耐震化及び老朽化に対応するための改修を促

進します。 

北新川駅 
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② 公共下水道が未整備となっている区域

の整備を推進します。 

③ 油ヶ淵、新川の水質改善に向けて、上流

域の隣接市と連携し下水道の整備及び農

業排水の浄化を促進します。 

④ 新川をはじめ地域の河川の適切な維持

管理を促進します。 

 

ｅ.港湾の方針 

① 公共ふ頭及び泊地の有効利用と適切な

維持管理を促進します。 

② 新川港及び公有水面(*)沿いの海岸堤防は、大規模地震に備え耐震化を促進し

ます。 

③ 旧海岸線の公有水面(*)は、公共下水道の整備により、水質浄化を図るととも

に水辺環境の改善を推進します。 

 

ｆ.自然環境の保全及び都市環境形成の方針 

① 高浜川や新川は、市街地の中で貴重なオープンスペース(*)であることから、

河川の持つ水と緑の空間を有効に利用した施設の充実と、身近な水辺空間の創

出を図ります。 

② 北新川駅及び新川町駅周辺において、地域住民や事業者との協働により、駅

を中心とした賑わいと活力ある地域づくりに向けて検討を進めます。 

③ 新たに整備する幹線道路は、街路樹等街並みの緑化とその適切な維持管理に

努め、良好な道路環境の形成を図ります。 

 

ｇ.都市景観形成の方針 

① 旧海岸線の公有水面(*)や新川沿いの傾斜地等の自然景観は、地域の特色ある

景観として保全と活用を図ります。 

② 「祭り」と「山車」の風景は、その視点場の設置を検討し、見せる景観の創

出に努めます。 

 

ｈ.防災施設整備の方針 

① （都）碧南高浜線等の緊急輸送道路(*)は、災害時の避難路の確保に向けて、

沿道建築物の耐震化を促進します。 

② 地域南部の密集市街地(*)は、地域住民とともに建替えによる不燃化や狭あい

道路(*)の拡幅等の防災機能性の向上に向けた取組を推進します。 

③ 旧海岸線及び新川沿いの急傾斜地は、地震、大雨により土砂災害を未然に防

止する対策を検討します。 

高浜川の水門 
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第５章 地域別構想 〔新川地域〕 

 

図5-17 新川地域のまちづくり方針図 
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（３） 旭地域のまちづくり構想 

１）地域の概況 

本地域は、市域東部に位置しており、全市面積の約

18.7%を占めています。地域の南部は矢作川に、北東部

は油ヶ淵にそれぞれ面しており、その周辺には農地が

広がっています。 

市街化区域(*)は主に住宅地が主体となっていますが、

（都）西尾新川港線と（都）安城碧南線の交差点周辺

において商業施設等の集積が進んでおり、こうした特性を活かした生活利便性の

向上が求められています。一方、市街化区域(*)の周辺に広がる農地や、矢作川、

油ヶ淵の自然的環境は、やすらぎのある住環境を支える地域資源として保全・活

用が求められます。 

 

２）地域の現状と課題 

人口推移 

・2013（平成25）年から2018（平成30）年の人口増減をみると、本地域は1.7％

増加しており、全市平均（0.8％）と比べ増加率が高い状況です。地域北部等

一部の地区で人口減少がみられる一方、南部や中央部等多くの地区で人口が増

加しています。 

・2018（平成30）年における本地域の高齢化率は20.9％で、全市平均（23.2％）

を下回っています。 

表5-5 人口状況（出典：住民基本台帳・各年3月末現在） 

地域人口（人） 人口増加率（H25→H30） 高齢化率（H30） 

2013(H25)年 2013(H25)年 本地域 市平均 本地域 市平均 

15,932 16,206 1.7% 0.8% 20.9% 23.2% 

図5-19 地区別高齢化率（出典：住民基本台帳） 図5-18 地区別人口増減率（出典：住民基本台帳） 
※「人口なし」は工業専用地域及び人口（Ｈ30）10人未満の地区を含む。 
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土地利用・市街地整備 

・市街化区域(*)は、住居系の用途地域(*)が大半を占めていますが、そのなかでも

地域中央部等の広範囲に住居専用地域(*)が指定されています。 

・住居専用地域(*)が指定された地区では、農地が多く残っています。 

・市街地整備として、伏見屋地区等で土地区画整理事業(*)が実施済となっていま

すが、それ以外の大半の地区は面的整備が行われていません。 

都市施設 

・都市計画道路(*)は安城碧南線、西尾新川港線等の７路線がありますが、そのう

ち神有線はほぼ全区間が未整備となっています。 

・都市公園(*)は、市東部の水と緑の拠点となる水源公園が整備されているほか、

住民の身近な公園として碧南レールパークや伏見公園等の８ヶ所が整備され

ています。しかしながら、住民1人あたりの都市公園(*)面積は3.1㎡/人で、全

市平均（6.0㎡/人）に比べ低い水準となっています。 

防 災 

・油ヶ淵周辺や蜆川、矢作川周辺の低地部で津波や洪水による浸水の恐れがあり

ます。 

 

図5-20 用途地域等指定状況図 図5-21 都市施設整備状況図 

表5-6 主要な面積規模（単位：ha） 

地域面積 

  
生産緑地 
地区 

市街化 
調整区域 

市街化 
区域 

  

住居系 商業系 工業系 

670.3 359.9 310.4 281.5 0.0 28.9 18.6 
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出典：碧南市地震ハザードマップ 

図5-22 津波最大浸水深分布図 
    （理論上最大想定モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ            出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ 

図5-23 洪水浸水深分布図         図5-24 高潮浸水深分布図 

       （想定最大規模降雨）              （想定最大ケース） 
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第５章 地域別構想 〔旭地域〕 

３）地域のまちづくり構想 

将来目標 

  

 

まちづくりの基本方針 

▶ 矢作川や油ヶ淵に面して広がる農地等の豊かな自然環境を保全するとともに、

狭あい道路(*)の拡幅等の市街地整備を推進し、ゆとりある良好な居住環境の形

成を図ります。 

▶ 日常生活サービス施設(*)の充実を図るとともに、幹線道路網の機能強化等によ

り交通安全の確保を図ります。 

 

分野別方針 

ａ.土地利用の方針 

① （都）西尾新川港線と（都）安城碧南線の交差点周辺は地域拠点エリア※とし

て、周辺住宅地の日常生活の利便性の向上のため、周辺の渋滞対策等と合わせ、

日常生活サービス施設(*)の集積を促進します。 

② 東中学校周辺は、地区計画(*)等による市街地整備を進め、緑豊かで安全な住

宅地の確保を推進します。 

③ （都）安城碧南線、（都）碧南西尾線、（都）西尾新川港線及び（都）米津

碧南線の沿線は、沿道サービス施設(*)の立地を促進します。 

④ 地域北部や南部の地場産業が多く立地している地区は、その産業活動等を脅

かすことのないよう居住環境との共生を推進します。 

⑤ 地域南部の準工業地域(*)において、住

宅地としての利用の割合が高い地区

は、住居系用途地域(*)への変更を検討し

ます。 

⑥ 矢作川や油ヶ淵に面した農地は、生産

機能、都市環境及び景観機能を有する

農地として保全を推進します。 

 

 

 

 

 

 

                            
※地域拠点エリア…地域コミュニティの中心となる主要な道路の周辺において、地域密着型の身近な日常生活サービ

ス施設の集積を図るエリア。〔⇒第４章-４「将来の都市構造」参照〕 

水と緑を活かしたゆとりある居住環境の形成とともに 

生活利便性を向上し安全で快適に暮らせるまちづくり 

 

 

矢作川に面して広がる農地 
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ｂ.交通施設の方針 

① 西三河都市計画区域(*)の区域拠点とな

る岡崎市とのアクセス性を高めるた

め、関係市町と連携し、矢作川堤防リ

フレッシュ道路の整備を推進します。 

② （市）藪下東山線は、北新川駅や県営

油ヶ淵水辺公園及び碧南市民病院への

アクセス道路として整備を推進しま

す。 

③ （都）西尾新川港線の笹山町交差点及

び上塚橋西交差点の渋滞対策を促進し

ます。 

④ （都）神有線は、道路網としての必要

性や実現性を検討し、計画の見直しを

推進します。 

⑤ 地域の主要な区画道路は、高齢者や障

害者の利用に配慮しつつ、歩行者の安

全確保や防災機能の向上を図るため、

地域住民との協議を進めながら、必要

となる路線の整備を推進します。 

 

 

 

 

ｃ.公園・緑地の方針 

① 水と緑の拠点である県営油ヶ淵水辺公園は、市民のニーズを把握し、水と緑

に親しめる公園整備を促進します。 

② 水源公園等の公園緑地と矢作川、蜆川等の河川空間及び（都）安城碧南線の

道路空間を活用し、水と緑のネットワークの形成を図ります。 

③ 街区公園(*)は、地域の公園緑地の整備状況と配置を考慮し、計画的な整備を

推進します。 

④ 神有天満社や鷲塚天満神社等の社寺林は、生活に身近な緑として、その保全

を促進します。 

⑤ 地域でまとまりのある斜面林等の緑地の保全に努めます。 

 

ｄ.河川・下水道の方針 

① 矢作川河川敷の有効利用や遊歩道等の整備に向けて、関係機関との協議を進

め、矢作川堤防リフレッシュ事業を推進します。 

矢作川堤防リフレッシュ道路 

笹山町交差点周辺 

（地域拠点エリア） 
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② 蜆川をはじめ地域の河川の適切な維持管理を促進します。 

③ 蜆川流域の浸水対策として、雨水貯留施設等の総合的な治水対策を推進しま

す。 

④ 公共下水道が未整備となっている区域の整備を推進します。 

⑤ 油ヶ淵の水質改善に向けて、上流域の隣接市と連携し下水道の整備及び農業

排水の浄化を促進します。 

 

ｅ.自然環境の保全及び都市環境形成の方針 

① 矢作川や油ヶ淵は、自然と身近にふれあえる水辺空間の創出を図ります。 

② 幹線道路等の街路樹は、適切な維持管理に努め、良好な都市環境の創出を推

進します。 

 

ｆ.都市景観形成の方針 

① 油ヶ淵の水辺は、その自然環境を保全

するとともに、県営油ヶ淵水辺公園等

の整備等により水辺景観の向上を図り

ます。 

② 矢作川等の自然景観の保全に努めま

す。 

③ 広藤園の「藤」、矢作川桜づつみの「桜」

等の地域の特色ある景観資源の保全と

活用を図ります。 

 

 

ｇ.防災施設整備の方針 

① （都）安城碧南線等の緊急輸送道路(*)は、災害時の避難路の確保に向けて、

沿道建築物の耐震化を促進します。 

② 地域南部の密集市街地(*)は、地域住民とともに建替えによる不燃化や狭あい

道路(*)の拡幅等の防災機能の向上に向けた取組を推進します。 

③ 大規模災害時に甚大な被害が想定される市街地や既成集落地と医療機関等を

結ぶ経路の確保に取組みます。 

 

 

矢作川桜づつみの「桜」 
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図5-25 旭地域のまちづくり方針図 
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第５章 地域別構想 〔中央地域〕 

（４） 中央地域のまちづくり構想 

１）地域の概況 

本地域は、市域中央部に位置しており、全市面積の

約8.8%を占めています。地域の全域が市街化区域(*)で、

名鉄三河線の碧南中央駅を中心に、商業、業務施設や

市役所をはじめとする主要な行政施設が集積していま

す。また、駅に近接した利便性の高い住宅地が形成さ

れる一方、新川沿いや（都）名古屋碧南線の周辺には、

地場産業の工場と住宅が混在する地区が分布しています。西部の衣浦港一帯は工

業地が広がっています。 

本地域では主に、市の中心核として、多様な交流を生み出すための魅力向上と

ともに、まちなか居住を促進する市街地形成が求められます。 

 

２）地域の現状と課題 

人口推移 

・2013（平成25）年から2018（平成30）年人口増減をみると、本地域は0.2％増

加していますが、全市平均（0.8％）と比べると増加率が低い状況です。地域

西部や北部で増加がみられる一方、碧南中央駅の東側等では減少がみられま

す。 

・2018（平成30）年における本地域の高齢化率は23.6％で、全市平均（23.2％）

と同程度となっています。地域東部に30％を超える地区がみられます。 

表5-7 人口状況（出典：住民基本台帳・各年3月末現在） 

地域人口（人） 人口増加率（H25→H30） 高齢化率（H30） 

2013(H25)年 2018(H30)年 本地域 市平均 本地域 市平均 

13,915 13,943 0.2% 0.8% 23.6% 23.2% 

図5-27 地区別高齢化率（出典：住民基本台帳） 図5-26 地区別人口増減率（出典：住民基本台帳） 

※「人口なし」は工業専用地域及び人口（Ｈ30）10人未満の地区を含む。 
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土地利用・市街地整備 

・碧南中央駅周辺に商業系の用途地域(*)が指定されているほか、地域西部や地域

南部の新川沿いには工業系の用途地域(*)が指定されています。そのほかは、住

居系の用途地域(*)が指定されていますが、そのなかには農地が多く残る地区も

みられます。 

・市街地整備として、松本地区で土地区画整理事業(*)が実施済となっています。 

都市施設 

・都市計画道路(*)は衣浦豊田線、安城碧南線等の６路線がありますが、そのうち

名古屋碧南線は一部の区間で未整備となっています。 

・都市公園(*)は、衣浦港沿岸に須磨海岸緑地等の３ヶ所が整備されているほか、

住民の身近な公園として末広公園、源氏神明公園等の10ヶ所が整備されていま

す。しかしながら、住民1人あたりの都市公園(*)面積は5.2㎡/人で、全市平均

（6.0㎡/人）に比べやや低い水準となっています。 

防 災 

・新川河口部等一部で津波・高潮や洪水による浸水の恐れがあります。 

図5-28 用途地域等指定状況図 図5-29 都市施設整備状況図 

表5-8 主要な面積規模（単位：ha） 

地域面積 

  
生産緑地 
地区 

市街化 
調整区域 

市街化 
区域 

  

住居系 商業系 工業系 

316.1 0.0 316.1 163.5 34.6 118.0 2.5 
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第５章 地域別構想 〔中央地域〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：碧南市地震ハザードマップ 

図5-30 津波最大浸水深分布図 
    （理論上最大想定モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ            出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ 

図5-31 洪水浸水深分布図         図5-32 高潮浸水深分布図 

       （想定最大規模降雨）              （想定最大ケース） 
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３）地域のまちづくり構想 

将来目標 

  

 

まちづくりの基本方針 

▶ 碧南中央駅周辺は、本市の中心核として、公共交通の利便性と市役所をはじめ

とする主要な公共施設の集積を活かし、多様な商業・業務機能の立地を進め、

魅力とにぎわいのある都市環境の形成を図ります。 

▶ 地域が持つ高い利便性を活かし、低・未利用地の開発を促進し、若い世代にも

魅力が感じられる居住環境の形成を図ります。 

 

分野別方針 

ａ.土地利用の方針 

① 碧南中央駅周辺は、本市の中心核とし

て、商業機能のほか、官公庁施設等の

業務機能や市民が集う等の多機能を有

するまちづくりを推進します。 

② 碧南中央駅周辺の住宅地は、駅に近接

した利便性の高い地区であることを踏

まえて、狭あい道路(*)の拡幅、地区計画
(*)等の活用等により、良好な住宅地の形

成を促進します。 

③ （都）名古屋碧南線、（都）碧南高浜

線、（都）安城碧南線、（都）吉浜棚 

尾線、（都）西尾新川港線及び（都）碧南西尾線の沿線は、沿道サービス施設(*)

の立地を促進します。 

④ 地域北部や西部の地場産業が多く立地している地区は、その産業活動等を脅

かすことのないよう居住環境との共生を推進します。 

⑤ 衣浦港臨海部は、工業・物流用地としての効率的な土地利用を推進します。 

 

ｂ.交通施設の方針 

① （都）衣浦豊田線は、衣浦港臨海部の生産・流通ゾーンの重要な物流道路と

して、早期の４車線化を促進します。 

② （都）名古屋碧南線は、交通安全対策として、各交差点の改良を進めながら、

未整備区間の整備を促進します。 

③ （都）大道平七線は、未整備となっている名鉄三河線の立体交差部の整備を

推進します。 

中心核としての商業・業務機能を有した都市環境の形成とともに 

利便性の高い住宅地として魅力あるまちづくり 

碧南中央駅周辺の商業地 
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④ 地域の主要な区画道路は、高齢者や障害者の利用に配慮しつつ、歩行者の安

全確保や防災機能の向上を図るため、地域住民との協議を進めながら、必要と

なる路線の整備を推進します。 

⑤ 碧南中央駅と主要な施設を結ぶ幹線道路を中心にユニバーサルデザイン(*)に

よる歩行空間の整備を推進します。 

⑥ 無電柱化推進計画に基づき、（都）碧南高浜線をはじめ碧南中央駅周辺の幹

線道路の無電柱化を推進します。 

 

ｃ.公園・緑地の方針 

① 新川の河川空間と旧海岸線の公有水面(*)及び（都）安城碧南線の道路空間を

活用し、水と緑のネットワークの形成を図ります。 

② 街区公園(*)は、地域の公園緑地の整備状況と配置を考慮し、計画的な整備を

推進します。 

③ 熊野神社や神明社等の社寺林は、生活に身近な緑として、その保全を促進し

ます。 

④ 衣浦臨海工業地帯と市街地との緩衝的な役割を果たしている緩衝緑地は保全

をします。 

⑤ 都市緑地の保全と活用を図ります。 

 

ｄ.河川・下水道の方針 

① 新川は、適切な維持管理を促進すると

ともに、市街地の中で貴重なオープン

スペース(*)であり、河川が持つ水と緑の

空間を有効に利用した、潤いのある空

間づくりを推進します。 

② 公共下水道が未整備となっている区

域の整備を推進します。 

③ 新川は、高潮や津波への対策として、

新川排水機場の整備とともに、水門、

樋門、護岸について耐震化及び老朽化

に対応するための改修を促進します。 

 

ｅ.港湾の方針 

① 旧海岸線の公有水面(*)は、公共下水道への接続を促進し、水質浄化を図ると

ともに水辺環境の改善を推進します。 

② 衣浦港に面する須磨海岸緑地、新川港緑地は、適切な維持管理を行い、潤い

のある空間づくりを推進します。 

 

新川沿いの遊歩道 
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ｆ.自然環境の保全及び都市環境形成の方針 

① 新川は、自然と身近にふれあえる水辺空間の創出を図ります。 

② 碧南中央駅周辺において、地域住民や事業者との協働により、駅を中心とし

た賑わいと活力ある地域づくりに向けて検討を進めます。 

③ 新たに整備する幹線道路は、街路樹等街並みの緑化とその適切な維持管理に

努め、良好な道路環境の形成を図ります。 

 

ｇ.都市景観形成の方針 

① 碧南中央駅周辺は、本市の中心核とし

てふさわしい魅力的な都市景観の形成

を推進します。 

② 市役所等の公共施設が集中している

地区は、緑の確保や建築物等に関する

規制・誘導等を推進します。 

③ 旧海岸線沿いの「松並木」等の地域の

特色ある景観資源の保全を図ります。 

 

 

 

 

ｈ.防災施設整備の方針 

① （都）碧南高浜線等の緊急輸送道路(*)は、災害時の避難路の確保に向けて、

沿道建築物の耐震化を促進します。 

② 旧海岸線及び新川周辺の急傾斜地は、地震、降雨による土砂災害を未然に防

止する対策を検討します。 

③ 大規模災害時に甚大な被害が想定される市街地や既成集落地と医療機関等を

結ぶ経路の確保に取組みます。 

 

 

  

 

旧海岸線沿いの松並木 
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第５章 地域別構想 〔中央地域〕 

 
図5-33 中央地域のまちづくり方針図 
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（５） 大浜北部・棚尾地域のまちづくり構想 

１）地域の概況 

本地域は、市域中央部の南寄りに位置しており、全市

面積の約13.8%を占めています。地域の東部は矢作川に、

西部は衣浦港にそれぞれ面しています。 

地域の大半が市街化区域(*)で、土地区画整理事業(*)が

実施された地区を除き、住宅と工場が混在する地区が広

く分布しています。また西部の衣浦港一帯は工業地が広

がっています。 

地域中央部に名鉄三河線の碧南駅が設置されており、駅を中心とした生活利便

性の高い集約型の市街地の形成が求められています。また、旧市街地では伝統的

な産業や路地等の古くからの景観資源が多く残されており、これらを活かした地

域活性化が求められます。 

 

２）地域の現状と課題 

人口推移 

・2013（平成25）年から2018（平成30）年の人口増減をみると、全市平均が0.8％

増加しているのに対し、本地域は0.4％の減少となっています。地域東部等一

部の地区で人口増加がみられる一方、中央部や南部を中心に多くの地区で人口

が減少しています。 

・2018（平成30）年における本地域の高齢化率は25.0％で、全市平均（23.2％）

を若干上回っています。特に、碧南駅周辺等で30％を超える地区が散見される

ほか、一部で35％を超えています。 

表5-9 人口状況（出典：住民基本台帳・各年3月末現在） 

地域人口（人） 人口増加率（H25→H30） 高齢化率（H30） 

2013(H25)年 2018(H30)年 本地域 市平均 本地域 市平均 

12,642 12,587 -0.4% 0.8% 25.0% 23.2% 

図5-35 地区別高齢化率（出典：住民基本台帳） 図5-34 地区別人口増減率（出典：住民基本台帳） 
※「人口なし」は工業専用地域及び人口（Ｈ30）10人未満の地区を含む。 
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土地利用・市街地整備 

・碧南駅の西側や棚尾地区の一部に商業系の用途地域(*)が指定されるほか、広範

囲にわたり工業系の用途地域(*)が指定されています。また、区画整理地等にお

いて住居系の用途地域(*)が指定されていますが、そのなかには農地が多く残る

地区もみられます。 

・市街地整備として、平七地区、雨池地区等で土地区画整理事業(*)が実施済とな

っていますが、それ以外の大半の地区は面的整備が行われていません。 

都市施設 

・都市計画道路(*)は衣浦岡崎線、衣浦豊田線等の10路線がありますが、そのうち

碧南駅前線の全区間、及び名古屋碧南線等４路線の一部区間において未整備と

なっています。 

・都市公園(*)は、市中央部の水と緑の拠点となる臨海公園が整備されているほか、

住民の身近な公園として碧南レールパークや若宮公園等の７ヶ所が整備され

ています。住民1人あたりの都市公園(*)面積は12.7㎡/人で、全市平均（6.0㎡/

人）に比べ高い水準となっています。 

防 災 

・矢作川周辺の低地部や大浜漁港周辺等一部で津波・高潮や洪水による浸水の恐

れがあります。 

 

図5-36 用途地域等指定状況図 図5-37 都市施設整備状況図 

表5-10 主要な面積規模（単位：ha） 

地域面積 

  
生産緑地 
地区 

市街化 
調整区域 

市街化 
区域 

  

住居系 商業系 工業系 

494.4 90.0 404.4 69.5 62.4 272.4 4.1 
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出典：碧南市地震ハザードマップ 

図5-38 津波最大浸水深分布図 
    （理論上最大想定モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ            出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ 

図5-39 洪水浸水深分布図         図5-40 高潮浸水深分布図 

       （想定最大規模降雨）              （想定最大ケース） 
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３）地域のまちづくり構想 

将来目標 

  

 

まちづくりの基本方針 

▶ 碧南駅周辺のまちなか居住を誘導し、公共交通の利便性を活かした魅力ある土

地利用を進め、暮らしの安全・安心を確保した賑わいのある都市環境の形成を

図ります。 

▶ 伝統的な産業、寺社等の歴史・文化資源や路地等の地域資源を活かし、歩いて

暮らせるまちづくりを推進し地域の魅力を高め、地域内外の多様な交流を促進

します。 

 

分野別方針 

ａ.土地利用の方針 

① 碧南駅周辺は、未整備となっている都市計画道路(*)の整備に合わせて、商業

系用途地域(*)の拡大を検討する等、地域の活性化を図ります。 

② （都）名古屋碧南線、（都）碧南高浜線、（都）大浜今川線、（都）米津碧

南線及び（都）衣浦岡崎線の沿線は、沿道サービス施設(*)の立地を促進します。 

③ 市街化区域(*)内に未利用地が多く散在する地域東部は、住宅建築の誘導を図

ります。 

④ 地域西部の地場産業が多く立地している地区は、その産業活動等を脅かすこ

とのないよう居住環境との共生を推進します。 

⑤ 地域中央の準工業地域(*)において、住宅地としての利用の割合が高い地区は、

住居系用途地域(*)への変更を検討します。 

⑥ （都）大浜今川線の沿線及び大浜漁港周辺の商業系用途地域(*)において、商

業地としての割合が低い地区は、住居系用途地域(*)への変更を検討します。 

⑦ 衣浦港臨海部は、工業・物流用地としての効率的な土地利用を推進します。 

⑧ 矢作川に面した農地は、生産機能、都市環境及び景観機能を有する農地とし

て保全を推進します。 

 
 

ｂ.交通施設の方針 

① （都）衣浦豊田線は、衣浦港臨海部の生産・流通ゾーンの重要な物流道路と

して、早期の４車線化を促進します。 

② 西三河都市計画区域(*)の区域拠点となる岡崎市とのアクセスを強化するた

め、関係市町と連携し、矢作川堤防リフレッシュ道路の整備を推進します。 

③ （都）名古屋碧南線は、交通安全対策として、各交差点の改良を進めながら、

未整備区間の整備を促進します。 

碧南駅を中心とした便利で快適に暮らせる市街地の形成とともに 

歴史や文化を活かした多様な交流を促進するまちづくり 
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④ （都）大浜今川線は、（都）名古屋碧南線まで延伸を検討します。 

⑤ （都）大道平七線は、未整備となっている名鉄三河線の立体交差部の整備を

推進します。 

⑥ （都）碧南駅前線及び碧南駅西駅前広場は、駅へのアクセス強化と安全な歩

行空間を確保するため整備を推進します。 

⑦ 地域の主要な区画道路は、高齢者や障

害者の利用に配慮しつつ、歩行者の安

全確保や防災機能の向上を図るため、

地域住民との協議を進めながら、必要

となる路線の整備を推進します。 

⑧ 碧南駅と主要な施設を結ぶ幹線道路

を中心にユニバーサルデザイン(*)によ

る歩行空間の整備を推進します。 

⑨ 無電柱化推進計画に基づき、（都）碧

南駅前線をはじめ碧南駅周辺の幹線道

路の無電柱化を推進します。 

 
 

ｃ.公園・緑地の方針 

① 碧南レールパーク等の公園緑地と矢

作川、堀川等の河川空間、旧海岸線の

公有水面(*)及び（都）衣浦岡崎線の道路

空間を活用し、水と緑のネットワーク

の形成を図ります。 

② 八柱神社等の社寺林は、生活に身近な

緑として、その保全を促進します。 

③ 碧南市臨海公園は、子どもから高齢者

まで幅広く利用できるよう、利用者の

ニーズを把握しつつ、適正な維持・改

善を推進します。 

④ 碧南レールパークを活用し、碧南駅と

矢作川を結ぶ公園緑地として連続し

た、歩行者等の動線の確保を推進しま

す。 

⑤ 衣浦臨海工業地帯と市街地との緩衝

的な役割を果たしている緩衝緑地は保

全をします。 

⑥ 都市緑地の保全と活用を図ります。 

 

碧南レールパーク 

（都）碧南駅前線 

碧南市臨海公園 
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ｄ.河川・下水道の方針 

① 矢作川河川敷の有効利用や遊歩道等の整備に向けて、関係機関との協議を進

め、矢作川堤防リフレッシュ事業を推進します。 

② 蜆川は、下流部における水門、堤防の耐震化及び上流域の堤防改修を促進し

ます。 

③ 蜆川流域の浸水対策として、雨水貯留施設等の総合的な治水対策を推進しま

す。 

④ （都）名古屋碧南線の整備と合わせ、公共下水道の整備を推進します。 

⑤ 堀川をはじめ地域の河川の適切な維持管理を促進します。 

 
 

ｅ.港湾の方針 

① 旧海岸線の公有水面(*)は、公共下水道

の整備と水辺環境の改善を推進し、水

質浄化を図ります。 

② 大浜漁港の適切な維持管理や改良を

促進します。 

 

 

 

 

 

 

ｆ.自然環境の保全及び都市環境形成の方針 

① 矢作川、蜆川及び堀川は、自然と身近

にふれあえる水辺空間の創出を図りま

す。 

② 碧南駅周辺において、地域住民や事業

者との協働により、駅を中心とした賑

わいと活力ある地域づくりに向けて検

討を進めます。 

③ 新たに整備する幹線道路は、街路樹等

街並みの緑化とその適切な維持管理に

努め、良好な道路環境の形成を図りま

す。 

 

 

 

大浜漁港 

堀川 
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ｇ.都市景観形成の方針 

① 地域に点在する社寺や醸造蔵等の地

域の特色ある景観資源の保全と活用を

図ります。 

② 「祭り」と「山車」の風景は、その視

点場の設置を検討し、見せる景観の創

出に努めます。 

③ 景観法を適用する等、地域住民ととも

にてらまちの景観に配慮した整備を進

めます。 

④ 碧南駅周辺は、神社仏閣等、趣のある

建築物と路地の風情ある景色を、まち

の財産として保全するとともに、これ

らを活かした景色作りを推進します。 

⑤ 市街地を流れている堀川は、水と親しめる場づくりと景観づくりを推進しま

す。 

 
 

ｈ.防災施設整備の方針 

① （都）碧南高浜線等の緊急輸送道路(*)は、災害時の避難路の確保に向けて、

沿道建物の耐震化を促進します。 

② 碧南駅周辺等の密集市街地(*)は、地域住民とともに建替えによる不燃化や狭

あい道路(*)の拡幅等の防災機能の向上に向けた取組を推進します。 

③ 大規模災害時に甚大な被害が想定される市街地や既成集落地と医療機関等を

結ぶ経路の確保に取組みます。 

 

 

西方寺 
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図5-41 大浜北部・棚尾地域のまちづくり方針図 
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（６） 大浜南部地域のまちづくり構想 

１）地域の概況 

本地域は、市域南部に位置しており、全市面積の約

32.3%を占めています。地域の広範囲にわたり農地が

広がり、東部は矢作川に、西部及び南部は衣浦港にそ

れぞれ面しています。 

市街化区域(*)は住宅地が主体で、土地区画整理事業
(*)による良好な市街地が形成されています。また西部

の衣浦港一帯は工業地が広がっています。 

矢作川と衣浦港に囲まれた地域のため、広い範囲で水害の恐れがあることから、

防災性の強化が求められます。一方、市街化区域(*)の周辺に広がる農地や、矢作

川の自然的環境は、やすらぎのある住環境を支える地域資源として保全・活用が

求められます。 

 

２）地域の現状と課題 

人口推移 

・2013（平成25）年から2018（平成30）年の人口増減をみると、本地域は3.5％

増加しており、全市平均（0.8％）と比べ増加率が大幅に高い状況です。市街

化区域(*)では、北部等一部の地区で人口減少がみられる一方、区画整理地等で

人口が増加しています。 

・2018（平成30）年における本地域の高齢化率は19.5％で、全市平均（23.2％）

を大きく下回っています。 

表5-11 人口状況（出典：住民基本台帳・各年3月末現在） 

地域人口（人） 人口増加率（％） 高齢化率（％） 

2013(H25)年 2018(H30)年 本地域 市平均 本地域 市平均 

7,613 7,880 3.5% 0.8% 19.5% 23.2% 

図5-42 地区別人口増減率（出典：住民基本台帳） 図5-43 地区別高齢化率（出典：住民基本台帳） 
※「人口なし」は工業専用地域及び人口（Ｈ30）10人未満の地区を含む。 
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土地利用・市街地整備 

・市街化区域(*)のうち、衣浦港一帯には工業系の用途地域(*)が指定されています。

また住居系の用途地域(*)が指定された地区では、下山地区、権田地区等の広範

囲にわたり土地区画整理事業(*)が実施され、その多くが住居専用地域(*)に指定

されています。 

・住居専用地域(*)が指定された地区では、農地が多く残っています。 

・現在、伊勢地区において土地区画整理事業(*)が実施されています。 

都市施設 

・都市計画道路(*)は衣浦岡崎線、衣浦豊田線等の５路線があり、すべて整備済と

なっています。 

・都市公園(*)は、衣浦港沿岸に港南緑地等の３ヶ所が整備されているほか、住民

の身近な公園として岬公園、一ツ橋公園等の12ヶ所が整備されています。住民

1人あたりの都市公園(*)面積は9.7㎡/人で、全市平均（6.0㎡/人）に比べ高い

水準となっています。 

・中央ふ頭東地区には、衣浦港湾会館や港湾スポーツセンターを始めとするスポ

ーツ施設やボードウォーク等の親水施設が充実しており、衣浦港の賑わいの拠

点となっています。 

防 災 

・矢作川周辺をはじめ、地域の広範囲において津波・高潮や洪水による浸水の恐

れがあります。 

 

図5-44 用途地域等指定状況図 図5-45 都市施設整備状況図 

表5-12 主要な面積規模（単位：ha） 

地域面積 

  
生産緑地 
地区 

市街化 
調整区域 

市街化 
区域 

  

住居系 商業系 工業系 

1,158.4 563.5 594.9 142.4 0.9 451.6 7.5 
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出典：碧南市地震ハザードマップ 

図5-46 津波最大浸水深分布図 
    （理論上最大想定モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ            出典：碧南市洪水・高潮ハザードマップ 

図5-47 洪水浸水深分布図         図5-48 高潮浸水深分布図 

       （想定最大規模降雨）              （想定最大ケース） 

 

 

  



 

89 

第５章 地域別構想 〔大浜南部地域〕 

３）地域のまちづくり構想 

将来目標 

  

 

まちづくりの基本方針 

▶ 土地区画整理事業(*)による都市基盤の整った環境や、矢作川や蜆川に面して広

がる農地等の豊かな自然環境を保全するとともに、狭あい道路(*)の拡幅等の市

街地整備を推進し、ゆとりある良好な居住環境の形成を図ります。 

▶ 大規模災害時における円滑な避難に配慮した安全で快適な居住環境の形成を

図ります。 

▶ 衣浦ポートアイランドの土地利用とそのアクセス道路の整備を促進し、産業の

さらなる活性化を図ります。 

 

分野別方針 

ａ.土地利用の方針 

①碧南伊勢土地区画整理事業(*)を推進し、

良好な住宅地整備を図ります。 

②碧南伊勢土地区画整理事業(*)区域周辺

は、地域拠点エリア※として、周辺住宅

地の日常生活の利便性の向上のため、

日常生活サービス施設(*)の集積を促進

します。 

③ （都）衣浦岡崎線の沿線は、沿道サー

ビス施設(*)の立地を促進します。 

④ 地域北部の地場産業が多く立地して

いる地区は、その産業活動等を脅かす

ことのないよう居住環境との共生を推

進します。 

⑤ 衣浦港臨海部は、名浜道路等の主要幹

線道路を活かした新たな産業地の確保

を検討します。 

⑥ 地域南部に広がる農地は、生産機能、

都市環境及び景観機能を有する農地と

して保全を推進するとともに、既存集

落地の環境改善を図ります。 

                            
※地域拠点エリア…地域コミュニティの中心となる主要な道路の周辺において、地域密着型の身近な日常生活サービ

ス施設の集積を図るエリア。〔⇒第４章-４「将来の都市構造」参照〕 

基盤整備が充実したゆとりある住環境の形成とともに 

農業や海への広がりを享受する魅力あるまちづくり 

碧南伊勢土地区画整理事業区域 

（地域拠点エリア） 

衣浦港２号地地区の工業用地 
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⑦ 衣浦港臨海部は、工業・物流用地としての効率的な土地利用を推進します。 

 

ｂ.交通施設の方針 

① 本市と中部国際空港や三河港を結ぶ地域高規格道路(*)「名浜道路」の早期事

業化を促進します。 

② 名浜道路とともに、（都）衣浦豊田線の延伸及び矢作川堤防リフレッシュ道

路の整備を推進します。 

③ 川口地区と市街地を結ぶ幹線道路として（都）玉津浦線の延伸を検討します。 

④ （市）権現線は、補助幹線道路に位置づけ、地域の骨格となる路線として２

期計画の整備を推進します。 

⑤ 地域の主要な区画道路は、高齢者や障害者の利用に配慮しつつ、歩行者の安

全確保や防災機能の向上を図るため、地域住民との協議を進めながら、必要と

なる路線の整備を推進します。 

 

ｃ.公園・緑地の方針 

① 碧南緑地はスポーツ・レクリエーション活動の拠点として、再整備を促進し

ます。 

② 伊勢町公園等の公園緑地と矢作川、蜆川の河川空間、旧海岸線の公有水面(*)

及び（都）衣浦岡崎線の道路空間を活用し、水と緑のネットワークの形成を図

ります。 

③ 近隣公園(*)は、碧南伊勢土地区画整理事業(*)により伊勢町公園の整備を推進し

ます。 

④ 前浜緑地の松林、大浜熊野大神社等の社寺林等は、生活に身近な緑として、

その保全を促進します。 

⑤ 衣浦臨海工業地帯と市街地との緩衝的な役割を果たしている緩衝緑地は保全

をします。 

⑥ 都市緑地の保全と活用を図ります。 

 

ｄ.河川・下水道の方針 

① 矢作川河川敷の有効利用や遊歩道等

の整備に向けて、関係機関との協議を

進め、矢作川堤防リフレッシュ事業を

推進します。 

② 蜆川は、市街地に隣接する貴重なオー

プンスペース(*)であり、親水(*)施設の整

備を図ります。 

③ 蜆川をはじめ地域の河川の適切な維

持管理を促進します。 

蜆川 
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④ 蜆川は、右岸堤防の耐震化を促進するとともに、漁港施設の整備を図ります。 

⑤ 公共下水道及び排水ポンプ場を整備し、浸水対策を推進します。 

⑥ 碧南伊勢土地区画整備事業の進捗に合わせ、公共下水道の整備を推進します。 

 

ｅ.港湾の方針 

① 大浜漁港の適切な維持管理や改良を促進します。 

② 衣浦港外港地区の埋立てを促進するとともに、耐震強化岸壁及び臨港道路知

多西三河線の整備を促進します。 

③ 衣浦港中央ふ頭東地区は、みなとの賑わいの拠点として整備を促進します。 

 

ｆ.自然環境の保全及び都市環境形成の方針 

① 矢作川や蜆川は、自然と身近にふれあえる水辺空間の創出を図ります。 

② 新たに整備する幹線道路は、街路樹等街並みの緑化とその適切な維持管理に

努め、良好な道路環境の形成を図ります。 

 

ｇ.都市景観形成の方針 

① 衣浦港臨海部は、港湾計画(*)に基づく

緑地の創出や沿岸部の親水(*)化により

海辺の景観の向上を図ります。 

② 前浜緑地の「松並木」や地域に点在す

る社寺等の地域の特色ある景観資源の

保全を図ります。 

 

 

 

 

 

ｈ.防災施設整備の方針 

① 地域北部の密集市街地(*)は、地域住民とともに建替えによる不燃化や狭あい

道路(*)の拡幅等の防災機能向上に向けた取組を推進します。 

② 大規模災害時に甚大な被害が想定される市街地や既成集落地と医療機関等を

結ぶ経路の確保に取組みます。 

③ 地域の多くが津波、高潮時の浸水区域となっているため、安全に避難できる

よう主要な区画道路の整備を推進します。 

④ 川口町において防災拠点の整備を促進するとともに、その有効活用について

検討します。 

 

 

ボードウォーク 
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図5-49 大浜南部地域のまちづくり方針図 
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第６章 計画の実現に向けて 

 基本的な考え方 １. 

前章までに示した方針の実現に向けて、各種の施策や事業を実施していく上で、関係す

る市民や事業者の協力が不可欠です。特に、狭あい道路の解消等による生活の安全性の確

保や、空き家や空き地の増加への対応等といった都市計画上の問題に関しては、それぞれ

の地域で生活する住民や事業者が最も詳細に実状を把握していると考えられます。このよ

うな地域独自の問題を解決するためには、住民や事業者が主体となって、お互いの活動が

脅かされることのないよう配慮しながら、地域の環境をより良くするための方法等を話し

合い、将来目指すべきまちの姿を計画としてとりまとめる作業に取組むことが肝要です。

これに対し行政は、住民や事業者の活動を支援するとともに、そこから導き出された計画

の実現に向けて事業化を推進していくことを基本的なスタンスとして、市民・事業者・行

政の協働によるまちづくり体制の構築を進めます。なお、こうした地域課題の解消に向け

た活動を促進するため、各種の地域との話し合いの場でＰＲを行う等、意識啓発に努めま

す。 

一方、市全体の活性化等につながる幹線道路の整備や新たな産業地の整備等に関する施

策や事業については、行政が主体となって国・県等の関係機関や隣接自治体等と連携しな

がら、実現化を図っていく必要があります。これらの施策や事業については、適切な進捗

管理のもと着実に進めていくとともに、社会経済情勢の変化等の要因により、実現性が困

難となった場合等、必要に応じて計画の見直し（部分見直しを含む）を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の住民、事業者が主体となって 
行政の支援のもと解決策を検討 

▼ 
市民・事業者・行政の協働による 

まちづくり体制の構築 

行政が主体となって施策・事業を推進 
▼ 

計画の進捗管理と必要に応じた見直し 

都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の 

各
種
方
針 

地域ごとの課題に対応 
する方針 

（狭あい道路の解消、空き
家や空き地への対応等） 

市全体の課題に対応 
する方針 

（幹線道路の整備、 
 新たな産業地の整備等） 
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 市民・事業者・行政の協働によるまちづくり体制の構築 ２. 

（１） 協働の枠組 

１）碧南市協働のまちづくりに関する基本条例との連携 

・本市では、さまざまな地域課題の解決に向けて、市民のより積極的、自発的なま

ちづくりへの参加や取組を後押しするため、「碧南市協働のまちづくりに関する

基本条例」が2013（平成25）年４月１日より施行されています。 

・都市計画分野における前述のような地域課題に対して、本条例に基づく地域まち

づくり組織等と連携しながら、ワークショップ等の議論の場を設け、そこに議論

を活発化させるのに必要な情報を分かりやすく提供する等の支援を行います。 

 

２）市民等のまちづくりへの参加意識の醸成 

・市民等が主体的に地域の課題解決に向けた取組を行っていくためには、そのきっ

かけづくりが重要であり、多くの市民が気軽に参加できるイベントを開催する等、

まちづくりへの参加意識の醸成を図ります。 

・地区別懇談会（平成30年10月開催）では、地域で取組めそうな活動について話し

合いました。この結果、全般的には“空き家”や“狭いみち（狭あい道路）”に

関する問題意識が高いことがわかりました。また、地域によって違いがあり、例

えば、低地部が多い大浜地区では“防災”に関する問題意識が最も高くなってい

ます。イベント等の企画にあたっては、こうした地域性への配慮も重要です。 

表6-1 地区別懇談会で検討した地域活動の一覧 

活動テーマ 活動内容 

空き家、空き地ウォーキング ○地域にある空き地や空き家をウォーキングして実態を把握する。さら
に情報を地図にインプットして今後の資料として生かす。 

狭いみち、危険なみちマップづ
くり 

○地区内にある狭あい道路や危険と思われる箇所を把握し、地図にイン
プットして今後の資料として生かす（防犯、防災ウォーキング等） 

○高齢者向けのバリアフリーの状況を把握したマップづくりを行う。 

公園の清掃活動 ○地域の公園や緑地を中心に樹木や花壇等の手入れや清掃を地域主体で
行う。（定期的な活動以外にイベント形式も検討） 

ゴミ拾い＆声掛けイベント ○通りや公園等で老若男女が集まり、ゴミ拾いや道行く人達に声掛けを
行う。 

碧南百景～地域のステキな景
色を写真撮影して大きな地図
に貼る 

○碧南の景観に関するイベント～まちあるきを行いながら、自分の地区
の良いところを写真におさめ、集まった写真を展示するイベントを行
う。 

碧南のまちづくりの紹介、マス
タープラン、地域活動の紹介 

○地元のお祭りやイベントの場を利用して、都市マスや緑の基本計画の
内容、地域における活動をPRする。 

健康寿命を延ばすための市民
レベルの活動 

○月1回、公園や広場、神社境内等において定期的なラジオ体操や太極拳
等の健康体操を行う。 

外国人居住者を含めた多文化
共生イベントの実施 

○地域に住む外国人たちとの交流及びマナー、モラルを周知するための
交流会をイベント形式で実施する。 

○外国人居住者との交流を図るための文化や食のイベントを開催する。 

防犯防災に関するイベントの
実施 

○防犯、防災関係のイベントや市民講座を市民主体で企画し運営する。 
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３）特に環境改善が必要な地区（防災上危険な地区等）への対応 

・防災上危険な木造密集地等、都市計画の観点から特に環境改善が必要な地区につ

いては、関係住民等に対し情報提供を行うとともに、環境改善に向けた具体的な

計画づくりを協働で進められるよう、積極的に働きかけます。 

・このため、対象となる候補地区に対して、危険性の強弱等による優先順位を検討

するとともに、具体的な事業化に向けた仕組みを検討します。 

（２） 活用方策 

１）都市計画法等に基づくまちづくり 

市民・事業者と協働でまちづくりを進める上で、都市計画法をはじめとする法制

度で活用可能と考えられる主な手法を以下に整理します。 

表6-2 都市計画法等に基づく主なまちづくり手法 

手法 説明及び適用の例 

区域区分、地域

地区の変更 

市街化区域、用途地域等の制度を活用して、建築物等の規制・誘導を

図るもの 

(例)・市街化調整区域の市街化区域への編入 

・商業地域、近隣商業地域の住居系用途地域への変更 

・準工業地域の住居系用途地域の変更 

・幹線道路沿いの準住居地域への変更 

・準防火地域の指定による防災安全性の向上 

地区計画の決定 地区や街区を単位として、安全で快適な街並みの形成や、良好な環境

の保全等を目的に、土地利用、地区施設、建築物等の整備に関する計

画を定めるもの 

(例)・地区独自のきめ細かな建築制限の導入（用途地域による制限に

上乗せ） 

・地区内の主要区画道路の整備 

・木造密集地における火災延焼を防ぐ空地（小公園等）の確保 

市街地開発事業

の実施 

新たな市街地を整備するための土地区画整理事業や、鉄道駅周辺等の

既成市街地における市街地再開発事業を実施するもの 

都市計画提案制

度の活用 

都市計画提案制度とは、住民等が主体となったまちづくりに関する取

組を都市計画行政に取り込んでいくため、土地所有者やまちづくりNPO

法人等が一定規模（5,000㎡）以上の一団の土地について、土地所有者

等の３分の２以上の同意等、一定の条件を満たした場合に、都市計画

の決定や変更を提案することができる制度 

建築協定、緑地

協定等の締結 

特定の区域内で住民や土地所有者が話し合い、全員の合意によって建

築物やその敷地に制限をかけるもの（開発事業者が住宅地等の開発の

際に協定を定めてから販売する場合もあり〔一人協定〕） 

景観計画、景観

条例の活用 

景観法に基づき、都市、農漁村等における良好な景観の形成を促進す

るための方針や、建築等の行為の制限に関する事項等を定めるもの 
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２）市独自の施策・事業によるまちづくり 

本市では、狭あい道路の解消を目的として「狭あい道路整備促進事業」を進めて

います。こうした市民等の主体によるまちづくりを促進する施策や事業について充

実を図るとともに、市民等との対話の機会を通じてＰＲに努めます。 

 

出典： H30年度碧南市建設部土木港湾課 

『狭あい道路整備促進事業について』 

 ★狭あい道路（幅員が４ｍ未満の道路）においては･･･ 

 幅員が1.8ｍ以上4.0ｍ未満の道路に面している場合、建物を建築するには道路中心線から２ｍ

まで後退しなければなりません（建築基準法第42条第２項）。このとき、道路境界線から後退し

た部分を「後退用地」といいます。 

 

 

 

 

 

 

 

★狭あい道路整備促進事業の概要について 

後退用地を市に寄附していただく場合には、次のような支援を行います。 

支援制度 内  容 

用地測量※１・分筆登記 市が行います。費用も市が負担します。 

所有権移転登記 市が行います。 
（ただし、寄附する土地に抵当権、地上権、賃借権等が設定さ
れているときは、現所有者による当該権利の抹消が必要となり
ます。） 

工作物等（門、塀、擁壁、樹
木、水道メーター等）の撤去 

撤去に要した経費の10分の10又は10万円のいずれか低い額
を限度として、市が補助金を交付します。 
（ただし、補助金の交付対象は、営利を目的とした住宅分譲等
を行う事業者、確認申請がなされる建築行為に係る土地を除き
ます。） 

後退用地の整備※２ 市が舗装工事を行い、その後の維持管理は市が行います。 

※１ 開発事業又は宅地分譲等営利目的の場合には、測量費の負担及び「交差点から20ｍ区間」の買取

りは行いません。 

※２ 予算に応じて順次整備を行います。整備まで１年程お時間をいただいています。 

 

 ★後退用地の買取り制度について 

 狭あい道路の入口部となる「交差点から20ｍ区間」の後退用地については、後退用地の地積に

固定資産税評価額の１㎡当り単価を乗じた価格で市が買取りを行います。また、道路隅切り用地は、

固定資産税評価額の１㎡当り単価の1.2倍で同様に買取ります。 
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 計画の進捗管理と必要に応じた見直し ３. 

（１） ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理 

「１．基本的な考え方」で述べたとおり、行政が主体となって推進する施策・事業

に関しては、できる限り明確な目標を設定し、その目標達成に向けて着実に施策・事

業を進めていくことが重要です。 

このための方法として、計画（Plan）に基づき実行（Do）し、その成果を評価（Check）

した上で、必要に応じて改善（Action）を行い、計画（Plan）の見直しへとつなげて

いく「ＰＤＣＡサイクル」を実践します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実行（Do）                               

 今回の都市計画マスタープランで位置づけた各種方針をもとに、継続中の事

業については引き続き実施するとともに、新規で取組むものについては、事

業化に向けた具体的な手法や工程スケジュール等を検討します。 

評価（Check）                               

 概ね５年後を目途に、事業の進捗状況を把握・整理し、その結果を市民に公

表して評価（事業に対する満足度等）を確認します。 

改善（Action）・計画（Plan）                      

 評価（Check）の結果を踏まえて、必要に応じ事業計画を見直します。 

 改善（Action）の段階においては、本来都市計画マスタープランの方針を見

直すのではなく、方針の実現化に向けた方法を見直すものですが、方針その

ものが実現困難と判断される場合には、計画（Plan）段階として、都市計画

マスタープランの必要な部分を改定します。 

計画（Plan） 
○都市計画マスタープランの改

定（必要に応じて） 

実行（Do） 
○事業化に向けた手法、工程スケ

ジュール等の検討 

○事業実施 

評価（Check） 
○事業の進捗状況の把握 

○市民の評価の確認 

※概ね５年後に実施 

改善（Action） 
○事業計画の見直し 

○都市計画マスタープランの改

定の必要性検討 

 

ＰＤＣＡ 

サイクル 
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（２） 計画の見直しの考え方 

１）社会情勢の変化による見直し 

計画の目標年次である2030（令和12）年までの間であっても、本計画に大きな影

響を及ぼすような社会情勢の変化があった場合には、機動的に計画の見直しを行い

ます。 

具体的には、ＩｏＴ(*)、ＡＩ(*)、ビッグデータ(*)等の急速な技術進展に伴い、都

市計画分野に大きなインパクトをもたらす可能性がある中で、今後のこれらの技術

を活用した都市づくりが必要不可欠です。このため、国等の動向を注視しつつ、必

要に応じて、今後の事業展開における計画、整備、管理・運営等のマネジメントに

新技術の導入を検討すると同時に、本計画の必要な箇所を見直すこと等が考えられ

ます。 

 

２）施策・事業を取り巻く状況変化による見直し 

本計画に基づく施策・事業の実施にあたっては、国・県等の関係機関や隣接自治

体のほか、地権者や民間事業者等の多様な主体との調整が必要であり、当初の想定

とは異なる状況になることも考えられます。 

このような状況変化に対し、方針転換が求められる場合において、柔軟に本計画

の必要な箇所を見直すことにより、本市の都市計画の着実な進展を図ります。 



 

参考-1 

参考資料 

用語一覧 

   

あ 行 
 

ＩｏＴ（アイ・オー・ティ）  ____________  

コンピュータ等の情報・通信機器だけで

なく、世の中に存在する様々な物体(モノ)

に通信機能を持たせ、インターネットに接

続したり相互に通信することにより、自動

認識や自動制御、遠隔計測等を行うこと。

（「Internet of Things(＝モノのインター

ネット)」の略） 

 

空家等対策計画 ________________________  

空家等対策の推進に関する特別措置法に

基づき、市町村が空家等に関する対策を総

合的かつ計画的に実施するために定める計

画。 

 

オープンスペース  _____________________  

公園や広場等のゆとりある空間。開けた

空間・場所。 

 

インフラ施設  _________________________  

道路、鉄道、公園広場、上下水道、港湾、

河川等といった日常生活において根本的な

役割を果たす公共的な施設。（インフラは

「インフラストラクチャー」の略） 

 

ＡＩ（エイ・アイ）  ___________________  

「人工知能」のことで、人間にしかでき

なかったような高度に知的な作業や判断を

コンピュータを中心とする人工的なシステ

ムにより行えるようにしたもの。（ＡＩは

「Artificial Intelligence」の略） 

 

 

液状化 ________________________________  

地震が発生した際に地盤が液体状になる

現象のこと。主に同じ成分や同じ大きさの

砂からなる土が、地下水で満たされている

場合に発生しやすいといわれ、地盤が液状

化すると、建物重量が軽く基礎が浅い木造

住宅は、傾斜や沈下等の被害を受ける可能

性がある。 

 

沿道サービス施設 ______________________  

主に自動車による利用を目的としたスー

パー、飲食店等の商業施設やサービス施設

等。 

 

か 行 
 

街区公園 ______________________________  

都市公園法の公園種別の一つで、標準面

積が2,500㎡の市民に最も身近な公園。 

 

狭あい道路 ____________________________  

緊急車両の通行や防災上支障となる幅員

が狭い道路。 

 

緊急輸送道路 __________________________  

地震直後から発生する緊急輸送を円滑に

行うため、高速自動車国道、一般国道及び

これらを連絡する幹線道路と知事が指定す

る防災拠点を相互に連絡する道路。 

〇第一次緊急輸送道路：県庁所在地、地方

中心都市及び重要港湾、空港等を連絡

する道路 

〇第二次緊急輸送道路：第一次緊急輸送道

路と市町村役場、主要な防災拠点（行

政機関、公共機関、主要駅、港湾等）

を連絡する道路 

〇第三次緊急輸送道路ネットワーク：その

他の道路 
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近隣公園 ______________________________  

都市公園法の公園種別の一つで、近隣住

民等を利用の対象に、面積２haを標準とし

て、運動広場や休養・散策等のための施設

が配置される公園。 

 

近隣商業地域 __________________________  

都市計画法に基づいて定める用途地域の

一種。【「用途地域の種類」を参照⇒】 

 

景観計画 ______________________________  

景観法に基づき、景観行政団体が、景観

行政を進めるために定める計画。本市は

2011（平成23）年２月に景観行政団体とな

り、景観計画の策定を進めている。 

 

景観重要建造物 ________________________  

景観計画に定められた指定の方針に則り、

良好な景観の形成に重要な建造物として指

定するもの。 

 

景観重要樹木 __________________________  

景観計画に定められた指定の方針に則り、

良好な景観の形成に重要な樹木として指定

するもの。 

 

公共施設等総合管理計画 ________________  

地方公共団体が保有する公共施設等につ

いて、人口や財政の将来予測を踏まえ、長

期的な視点をもって、総合的かつ計画的な

管理を推進するために定める計画。 

 

工業専用地域 __________________________  

都市計画法に基づいて定める用途地域の

一種。【「用途地域の種類」を参照⇒】 

 

公有水面 ______________________________  

公有水面埋立法において定義される「国

が所有する河、海、湖、沼その他の公共の

用に供する水流又は水面」で、公有水面の

埋立の規制を図るため、同法で「埋立を行

う者は都道府県知事の免許を受けなければ

ならない」等の規定がある。 

 

港湾計画 ______________________________  

港湾法に基づき、港湾管理者が、長期的

な観点から港湾の開発利用保全の基本を定

める計画。 

 

混雑度 ________________________________  

道路の混雑の程度を表す指標で、交通の容

量に対する実際の交通量の比で示される。混

雑度が1.0を超えると、当該道路が混んでい

ることを示している。 

 

さ 行 
 

市街化区域 ____________________________  

都市計画法に基づく都市計画区域のうち、

既に市街地を形成している区域及び概ね10 

年以内に優先的かつ計画的に市街化を図る

べき区域。 

 

市街化調整区域 ________________________  

都市計画法に基づく都市計画区域のうち、

市街化を抑制すべき区域。 

 

事前復興まちづくり模擬訓練 ____________  

大規模地震による被害を想定した上で、

被災後のまちづくりについて考える訓練。

愛知県では「事前復興まちづくり模擬訓練

プログラム」を2016（平成28）年３月に策

定している。 

 

住居専用地域 __________________________  

本計画では、用途地域のうち第一種・第
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二種低層住居専用地域及び第一種・第二種

中高層住居専用地域の総称として用いてい

る。【「用途地域の種類」を参照⇒】 

 

集約型都市構造（集約型の都市づくり） ___  

集約型都市構造とは、人口減少・超高齢

社会の到来、地球環境問題の高まり、厳し

い財政的制約等の都市を取り巻く社会経済

情勢の変化に応じ、都市の無秩序な拡散を

抑制し、都市機能の集積を促進する集約拠

点とその他の地域を公共交通ネットワーク

で有機的に連携させる都市の構造をいう。

こうした都市構造を目指して様々な施策展

開を図っていくことを「集約型の都市づく

り」と表現している。 

 

重要港湾 ______________________________  

国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠

点となる港湾。その他、国の利害に重大な

関係を有する港湾で、政令で定めるもの。 

 

純化 __________________________________  

住宅地の付近に工場等が立地し、著しく

住環境を損なう状況等を避けるため、建物

用途等を制限した用途地域の指定・変更を

する等、一定の土地利用にする考え方のこ

と。 

 

準工業地域  ___________________________  

都市計画法に基づいて定める用途地域の

一種。【「用途地域の種類」を参照⇒】 

 

準用河川 ______________________________  

河川法が適用されない普通河川のうち、

市町村が特に指定した河川を言う。二級河

川に関する規定が準用されるためこうよば

れる。 

 

人口集中地区（ＤＩＤ） ________________  

国勢調査で設定された区域で、人口密度

が1ha当り40人以上の地区が集合し、合計人

口が5,000人以上となる区域。（ＤＩＤは

Densely（密集した）Inhabited（人が住ん

でいる）District（地区）の略。） 

 

震災復興都市計画 ______________________  

震災発生後の迅速な都市の復興を目的と

して定める計画。愛知県では、東日本大震

災における都市復興の状況や手続きにおけ

る課題等を踏まえ、2012（平成24）年度に

「愛知県震災復興都市計画の手引き」を策

定している。 

 

親水 __________________________________  

河川や水路等の水とふれあうことにより

水に対する親しみを深めること。 

 

生産緑地地区 __________________________  

生産緑地法に基づき、市街化区域内の農

地のうち、将来にわたって適切に保全され

る緑地として指定された地区。 

 

た 行 
 

地域高規格道路  _______________________  

規格の高い幹線道路網を形成する道路で、

自動車専用道路もしくはこれと同等の高い

規格を持ち、概ね60km/h以上の走行サービ

スを提供する道路。 

 

地価公示 ______________________________  

地価公示法に基づいて、国土交通省土地

鑑定委員会が、適正な地価の形成に寄与

するために、毎年１月１日時点における標

準地の正常な価格を３月に公示するもの。 
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地区計画 ______________________________  

主として街区内の居住者等の利用に供さ

れる道路・公園等の整備、建築物の建築等

に関し必要な事項を定め、それぞれの地区

の特性にふさわしい良好な環境の整備及び

保全を図るために、都市計画法に基づき定

める計画。 

 

低・未利用地 __________________________  

適正な利用が図られるべき土地であるに

もかかわらず、長期間に渡り利用されてい

ない「未利用地」と、周辺地域の利用状況

に比べて利用の程度（利用頻度、整備水準、

管理状況等）が低い「低利用地」の総称。 

市街地における「未利用地」の具体例と

しては、空き地、空き家、空き店舗、工場

跡地等が挙げられ、「低利用地」としては、

暫定的（一時的）に利用されている資材置

場や青空駐車場等が挙げられる。 

 

都市計画区域 __________________________  

健康で文化的な都市生活と機能的な都市

活動を確保するために都市計画法その他の

法令の規制を受けるべき土地の範囲。 

 

都市計画道路 __________________________  

健全な市街地の形成と活力ある都市形成

に寄与するため、都市の基盤的施設として

都市計画法に基づいて都市計画決定した道

路をいい、その機能に応じて、自動車専用

道路、幹線街路、区画街路、特殊街路の4

種類に分けられる。 

 

都市公園 ______________________________  

都市公園法に基づいて、国や地方公共団

体が都市計画区域において設置する公園ま

たは緑地。 

 

都市施設 ______________________________  

都市計画法に規定された施設を言い、道

路･鉄道等の交通施設や、公園等の公共空地、

電気・ガス・上下水道等の供給処理施設、

教育文化施設等を指す。 

 

都市農業振興基本法・都市農業 __________  

都市農業振興基本法は、都市農業の安定

的な継続を図るとともに、都市農業の多様

な機能の発揮を通じ良好な都市環境の形成

に資することを目的として制定された法律。 

この法律において、都市農業とは「市街

地及びその周辺の地域において行われる農

業」と定義されている。 

 

土地区画整理事業 ______________________  

土地区画整理法に基づき、都市計画区域

内の土地について、公共施設の整備改善及

び宅地利用の増進を図るために行われる土

地の区画形質の変更や新設又は変更に関す

る事業。 

 

トレンド推計 __________________________  

過去の動向（トレンド）が今後も続くも

のと仮定して、将来を予測する方法で、過

去のデータから統計的手法により、年次(x)

とその年次の値(y)との関係式（＝回帰式）

を求め、この回帰式に将来年次を代入して

将来値を推計するもの。 

回帰式は直線回帰、対数回帰、指数回帰、

べき乗回帰の４種類があり、過去のトレン

ドが直線的に推移しているのか、加速度的

に増加しているのか等によって相関性（＝

相関係数）が異なる。このため、一般的に

は最も相関係数の高い回帰式を選択して推

計を行う。 
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な 行 
 

日常生活サービス施設 __________________  

日常の生活に必要なスーパー、コンビニ

エンスストア等の商業施設や、医療、福祉

等のサービス施設。 

 

は 行 
 

パブリックコメント ____________________  

市が計画や条例等を策定したり変更した

りするときに、その内容を案の段階で公表

し、案に対する意見や提案、要望を広く市

民から募集する手続きのこと。 

バルク船・バルク貨物 __________________  

バルク貨物とは、穀物、塩、石炭、鉱石

等のように、粉粒体のまま包装せずに積み 

込まれる貨物（ばら積み貨物ともいう。）

で、バルク船はバルク貨物を運ぶ船のこと。 

 

ビッグデータ __________________________  

従来のデータベース管理システム等では

記録や保管、解析が難しいような巨大なデ

ータ群。 

 

扶助費 ________________________________  

社会保障制度の一環として、児童・高齢

者・障害者・生活困窮者等に対して国や地

方公共団体が行う支援に要する経費。 

 

フレーム ______________________________  

人口を最も重要な市街地規模の算定根拠と

しつつ、これに世帯数や産業活動の将来の見

通しを加えて設定する、市街地として必要と

見込まれる面積。本計画では、その算定根拠

となる人口及び産業の将来見通しを示してい

る。 

 

ま 行 
 

密集市街地 ____________________________  

老朽化した木造の建築物が密集しており、

かつ、道路公園等の公共施設が十分確保さ

れていない防災上及び住環境上問題のある

市街地。 

 

緑の基本計画 __________________________  

都市緑地法に基づき、市町村が、都市に

おける緑地の保全と緑化の推進に関する施

策を総合的かつ計画的に進めるために定め

る計画。 

 

や 行 
 

野菜指定産地  _________________________  

野菜生産出荷安定法に基づき、主要な野

菜産地として野菜の種別とともに指定され

る。野菜指定産地では、指定野菜の出荷数

量の２分の１以上を指定消費地域（野菜の

消費上重要で、相当の人口を有する都市

部及びその周辺の地域）に出荷する義務が

ある。 

 

ユニバーサルデザイン __________________  

言語・年齢の差異や障害の有無等にかか

わらず、できるだけ多くの人が利用可能で

使いやすいように設計・デザインすること。 

 

用途地域 ______________________________  

都市機能の維持・増進、居住環境の保護

等を目的とした土地の合理的利用を図るた

め、都市計画法に基づき、建築物の用途や

形態について制限を行う制度。【「用途地

域の種類」を参照⇒】 
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ら 行 
 

リーマンショック ______________________  

2008（平成20）年9月15日に、アメリカ合

衆国の投資銀行であるリーマン・ブラザー

ズ・ホールディングス（Lehman Brothers 

Holdings Inc.）が経営破綻したことに端を

発して、連鎖的に世界規模の金融危機が発

生した事象。 

 

 

 

 

 

 

 

○用途地域の種類 

名 称 概  要 

住
居
系
用
途
地
域 

住
居
専
用
地
域 

第一種低層住居専

用地域 

低層住宅の良好な住居の環境を保護するための地域。小規模な店舗や

事務所を兼ねた住宅、また小中学校等が建築可能。 

第二種低層住居専

用地域 

主に低層住宅の良好な住居の環境を保護するための地域。小中学校等

のほか、150㎡までの一定の店舗等が建築可能。 

第一種中高層 

住居専用地域 

中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するための地域。病院、大

学、500㎡までの一定の店舗等が建築可能。 

第二種中高層 

住居専用地域 

主に中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するための地域。病院

大学等のほか、1,500㎡までの一定の店舗や事務所等必要な利便施設が

建築可能。 

 

第一種住居地域 
住居の環境を保護するための地域。3,000㎡までの店舗、事務所、ホテ

ル等が建築可能。 

第二種住居地域 
主に住居の環境を保護するための地域。店舗、事務所、ホテル、カラ

オケボックス等が建築可能。 

準住居地域 

道路の沿道としての地域の特性にふさわしい業務の利便の増進を図り

つつ、これと調和した住居の環境を保護するための地域。劇場、映画

館や一定の自動車関連施設等が建築可能。 

田園住居地域 

農業の利便の増進を図りつつ、これと調和した低層住宅に係る良好な

住居の環境を保護するための地域。150㎡までの一定の店舗等のほか、

農業関連として500㎡までの農産物販売店舗や、農産物の集荷、処理施

設等が建築可能。 

商
業
系
用
途
地
域 

近隣商業地域 

近隣住宅地の住民への日用品の供給を主たる内容とする商業その他の

業務の利便を増進するための地域。住宅や店舗のほかに小規模の工場

も建築可能。 

商業地域 

主として商業その他の業務の利便を増進するための地域。銀行、映画

館、飲食店、百貨店等のほか、住宅や小規模の工場も建築可能。 

 

工
業
系
用
途
地
域 

準工業地域 
主として環境の悪化をもたらす恐れのない工業の利便を増進するため

の地域。危険性、環境悪化が大きい工場のほかは、ほとんど建築可能。 

工業地域 
主として工業の利便を増進するための地域。どんな工場でも建てられ、

住宅、店舗も建築可能だが、学校、病院、ホテル等は建築できない。  

工業専用地域 
工業の利便を増進するための地域。どんな工場でも建てられるが、住

宅、店舗、学校、病院、ホテル等は建てられない。 
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掲載写真の説明 

ページ 写真タイトル 説 明 

26 大浜てらまち地区の

路地 

てらまちを巡る路地の保全と活用のため整備し、平成20年度に完成

しました。 

38 衣浦豊田道路 

 

令和元年度現在、４車線化工事を実施中です。 

38 （都）名古屋碧南線 平成28年度より拡幅のため工事着手し、令和元年度現在は、音羽町

から中町にかけて、電線地中化のための工事を実施中です。 

53 （都）吉浜棚尾線 高浜市等へのアクセス改善のため整備され、平成29年度に完成しま

した。 

54 県営油ヶ淵水辺公園 水と緑に親しめる公園として整備され、平成30年度に第一期部分が

完成しました。 

60 碧南福祉センターあ

いくる 

地域福祉の拠点施設として整備し、平成26年度にオープンしました。 

68 矢作川堤防リフレッ

シュ道路 

矢作川桜づつみから中畑橋の区間の整備し、平成28年度に完成しま

した。 

82 碧南レールパーク 平成16年3月31日に廃線となった名鉄三河線跡地を有効活用し、平成

29年度に全長約2.3キロメートルの公園を整備しました。 

89 碧南伊勢土地区画整

理事業区域 

平成24年度に仮換地指定を行い、令和元年度現在、良好な住宅地確

保のため整備を進めております。令和3年度に事業が完了する予定で

す。 

89 衣浦港２号地地区の

工業用地 

新たな工業用地確保のため平成26年度に港湾計画の軽易な変更を行

い、平成27年度に整備し、完成しました。 

 


